
７ 農業近代化資金                                令和７年６月版 

 

 意欲と能力をもって農業を営む者等に対し，農業経営の展開を図るのに必要な資

金を県の補助（利子補給）により低利で融資する。 

 

１ 根拠法令等 

 （１） 農業近代化資金融通法（昭和 36年 11 月 10 日法律第 202 号） 

 （２） 農業近代化資金融通法施行令（昭和 36年 11 月 10 日政令第 346 号） 

 （３） 農業近代化資金の円滑な融通のためのガイドライン（平成 17 年４月１日付

け 16経営第 8870 号農林水産省経営局長通知） 

 （４） 農業経営改善関係資金基本要綱（平成 14 年７月１日付け 14経営第 1704 号

農林水産事務次官依命通知） 

 （５） 特別融資制度推進会設置要綱（平成 13 年９月 12日付け 13経営第 2931 号農

林水産事務次官依命通知） 

 （６） 鹿児島県農業近代化資金利子補給金交付要綱（昭和 63 年３月 28 日付け農経

第 1097 号農政部長通知） 

 （７） 農業近代化資金制度実施要領（平成 14年９月５日付け農経第 319 号農政部 

    長通知） 

 （８） 農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業実施要綱（平成 24 年４月６日

付け 23 経営第 3536 号農林水産事務次官依命通知） 

 （９） クイック融資による農業経営基盤強化資金及び農業近代化資金の融資手 

    続等について（平成19年３月30日18経営第7836号農林水産省経営局長通知） 

 

２ 制度の特徴 

 （１） 農業の経営改善を目的として，農地の取得・負債の整理以外の幅広い資金使

途に対応している。 

 （２） 認定農業者については，県の利子補給の他に，国（（公財)農林水産長期金

融協会）による上乗せ利子助成が適用され，更に負担が軽減される（認定農

業者特例）。 

  

３ 融資機関 

     県と利子補給契約を締結した民間金融機関（農協，銀行など） 

   （利子補給契約締結済の融資機関： 

      県下全総合農協，鹿児島県信用農業協同組合連合会，農林中央金庫福 

      岡支店，鹿児島銀行，南日本銀行，宮崎銀行，鹿児島信用金庫，鹿児 

      島相互信用金庫） 

      なお，新たな利子補給契約の締結については，融資案件に応じ，随時行う。 

 

４ 貸付条件 

 （１） 貸付対象者 

      ア 農業者（農業（畜産業及び養蚕業を含む。）を営む者） 

     (ｱ) 認定農業者 

       （ｲ） 認定新規就農者（農業経営基盤強化促進法第 14条の５第１項に規定  

する認定就農者） 
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       （ｳ） 農業経営基盤強化促進法第 19 条第１項に規定する地域計画のうち目 

      標地図（同条第３項の地図をいう。）に位置付けられた者（認定農業者 

（同法第 12 条第１項に規定する農業経営改善計画の認定を受けた者を 

いう。），認定新規就農者，農業の担い手に対する経営安定のための交 

付金の交付に関する法律（平成 18 年法律第 88 号）第２条第４項第１号 

ハに定める組織，市町村基本構想（農業経営基盤強化促進法第６条第１ 

項に規定する基本構想をいう。）に示す目標所得水準を達成している農 

業者及び市町村が認める者。以下「目標地図に位置付けられた者」とい 

う。）地域における継続的な農地利用を図る者であって，生産の効率化 

等に取り組むものとして市町村が認める者（10 年後の農業経営の継続 

意向（経営農地，経営面積，栽培作物，栽培方法等）及び地域が目指す 

べき将来の集約化に重点を置いた農地利用の姿の作成に向けた話合い 

等への参加の意思が明確になっており，それらを証する書面を市町村に 

提出し，かつ，生産の効率化等に取り組む旨の証明を受けたものに限る。 

以下「継続的農地利用者」という。） 

     (ｴ) 農業を営む者であって，次に掲げる要件のすべてを満たす者 

       （※農業サービス事業体にあってはａ，ｂ，ｄを満たす農業者） 

       ａ 農業所得が総所得（法人にあっては当該法人の農業に係る売上高 

       が総売上高）の過半を占めているか，農業粗収益が 200 万円以上（法 

       人にあっては 1,000 万円以上）であること。 

       ｂ 主として農業経営に従事すると認められる青壮年の家族農業従事 

       者（法人にあっては，常時従事者である構成員）がいること。 

       ｃ 個人の農業者であって，60歳以上であるときは，その後継者が現 

       に主として農業に従事（農業大学校に就学している場合等を含む。） 

        しており,かつ，将来においても主として農業に従事する見込みがあ 

ると認められること。 

       ｄ 簿記記帳を行っていること。（簿記記帳を行うことが確実と見込 

       まれる場合を含む。） 

      (ｵ) (ｱ)から(ｴ)に該当する家族農業経営の，経営主以外の農業を営む者 

       （家族経営協定を締結しており，その中において，経営のうち一部の 

      部門について主宰権があり，その部門の経営の危険負担及び収益の  

       処分権があることが明確になっている場合に限る。） 

      (ｶ) 農業参入法人 

       （原則として５年以内に，認定農業者となる計画を有する農業を営む 

       法人であって，経営開始後決算を２期終えていない者に限る。） 

         (ｷ) 集落営農組織 

       （次に掲げる要件をすべて満たす法人格を有しない農業を営む任意団 

       体） 

       ａ 目的，構成員の資格等を定めた規約を有していること。 

       ｂ 一元的に経理を行っていること。 

       ｃ 原則として５年以内に農業生産法人に組織変更する旨の目標を有 

        していること。（水田作及び畑作に係る農業経営以外の場合は法人 

       に組織変更する旨の目標を有していること。） 

       ｄ 農用地の利用の集積の目標を定めていること。（水田作及び畑作 

       に係る農業経営以外の場合を除く。） 
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       ｅ 主たる従事者が，目標農業所得額を定めていること。（農業経営 

       基盤強化促進法第６条に規定する市町村が定める基本構想の目標農 

       業所得額以上であること。） 

      (ｸ) (ｷ)以外の法人格を有しない農業を営む任意団体であって，次に掲げ 

      る要件をすべて満たすもの 
       ａ 目的，構成員の資格等を定めた規約を有していること。 
       ｂ (ｱ)から(ｶ)までの者が全構成員の過半を占めていること。 
        (ｹ) 認定農業者である法人の構成員又は構成員になろうとする者（当該 
      法人への出資金等を借り入れる場合に限る。） 
     (ｺ) 集落営農組織が法人化するときにその構成員になろうとする者（当 
      該法人への出資金等を借り入れる場合に限る。） 

    イ 農業協同組合  

      ウ 農業協同組合連合会 

      エ 農業者，農業協同組合，農業協同組合連合会又は地方公共団体が主た 

     る構成員若しくは出資者となっている団体又は基本財産の過半を拠出し 

     ている法人で，次に掲げるもの 

       (ｱ) 農事組合法人（農業を営む者を除く。） 

        (ｲ) 農業共済組合及び農業共済組合連合会 

        (ｳ) 土地改良区及び土地改良区連合会 

       (ｴ) たばこ耕作組合 

 （ｵ） 農業振興事業を主たる事業として行う事業協同組合（農業者，農業 

   協同組合又は農業協同組合連合会がその組合の議決権の過半数を有し 

   ているものに限る。），事業協同小組合（農業者がその組合の議決権の 

   過半数を有しているものに限る。）及び協同組合連合会（農業協同組 

   合又は農業協同組合連合会がその連合会の議決権の過半数を有してい 

   るものに限る。） 

        (ｶ) 農業振興一般社団法人等 

            （農業の振興を目的とする一般社団法人又は一般財団法人であって， 

      農業者，農業協同組合，農業協同組合連合会又は地方公共団体が，  

     一般社団法人にあっては総社員の議決権の過半数を有し，一般財団   

       法人にあっては基本財産の額の過半を拠出しているもの） 

       （ｷ） 農業振興事業を主たる事業として営む株式会社及び持分会社（会社 

      法（平成 17 年法律第 86号）第 575 条第１項に規定する持分会社をい 

う。）。 

        ただし，農業者，農業協同組合又は農業協同組合連合会が下記の条 

      件を満たしているものに限る。 

        持分会社：業務執行社員の過半を占めているもの 

             株式会社：発行済株式（地方公共団体の有する株式及び議決権制限 

      株式を除く。）の過半数を有しているもの 

        (ｸ) 任意団体 

            （法人でない団体であって，農業者がその主たる構成員となっており， 

       かつ，目的，構成員の資格等を定めた定款又は規約を有しているもの 

       （アの(ｷ)及び(ｸ)に該当するものを除く。）） 
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 （２） 資金使途 

    ア 建構築物等造成資金（１号資金） 

      畜舎，果樹棚，農機具その他の農産物の生産，加工又は流通に必要な 

      施設の改良，造成，復旧又は取得に要する資金 

    イ 果樹等植栽育成資金（２号資金） 

      果樹その他の永年性植物の植栽又は育成に要する資金 

       ウ 家畜購入育成資金（３号資金） 

      乳牛その他の家畜の購入又は育成に要する資金 

    エ 小土地改良資金（４号資金） 

      農地又は牧野の改良，造成又は復旧に要する資金 

      （事業費が１，８００万円を超えない規模のものに限る。） 

    オ 長期運転資金（５号資金） 

      農業経営の規模拡大，生産方式の合理化，経営管理の合理化，農業従 

     事の態様の改善その他の農業経営の改善に伴い要する次の資金 

    (ｱ) 農地の賃借権等に係る権利金等の全額一時払いに必要な資金 

     (ｲ) 農機具，運搬用器具その他施設のリース代の全額一時払いに必要な 

      資金 

     (ｳ) 能率的な農業技術又は経営方法を習得するための研修資金 

     (ｴ) 品種の転換に必要な資金 

     (ｵ) 農産物の需要を開拓するための新たな農産加工品等の調査及び開発 

      並びに通信・情報処理機材の取得に必要な資金 

        (ｶ) 営業権，商標権その他の無形固定資産の取得又は研究開発費その他 

      の繰延資産に計上しうる費用に充てるのに必要な資金 

     (ｷ) 農業経営を法人化するため又は農業者が法人の構成員として当該法 

      人に参加するために必要な資金 

     (ｸ) 農業経営収入保険の加入に必要な資金 

(ｹ) (ｱ)から(ｸ)までに掲げるもののほか，農業経営の改善に伴い必要と 

      なる農薬費その他の費用に充てるのに必要な資金 

    カ 農村環境整備資金（６号資金） 

      診療施設，老人福祉施設，水道施設，集会施設など，農村環境の整備 

     に必要な施設の改良，造成又は取得に要する資金 

    キ 大臣特認資金（７号資金） 

     (ｱ) 農村における給排水施設の改良，造成又は取得に要する資金 

     (ｲ) 特定の要件を満たす農業者が居住する住宅の改良，造成又は取得に 

      要する資金 

     (ｳ) 水田を利用した水産動物の養殖施設の改良，造成又は取得に要する 

      資金 
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  ＜資金使途について＞            （○：利用可，×：利用不可） 

       貸付対象者(1) 

資金使途(2) 

認定農業者 集落営農組織 その他担い手 共同利用 (出資金等) 

アの(ｱ) アの(ｷ) アの(ｲ)から(ｶ),(ｸ) イからエ アの(ｹ),(ｺ) 

1 号資金 ア ○ ○ ○ ○ × 

2 号資金 

 

イ 

 

○ 

 

○ 

 

果樹,オリーブ,茶,多年生草

本,桑又は花木に限る 

果樹,オリーブ,茶,多年生草

本,桑又は花木に限る 

× 

 

3 号資金 ウ ○ ○ ○ ○ × 

4 号資金 エ ○ ○ ○ ○ × 

5 号資金 

 

 

 

 

 

 

 

オの(ｱ) ○ ○ ○ × × 

オの(ｲ) ○ ○ 農機具,運搬用器具に限る × × 

オの(ｳ)から(ｵ) ○ ○ × × × 

オの(ｶ) ○ ○ 農業サービス事業体のみ可 × × 

オの(ｷ) ○ ○ × × ○ 

オの(ｸ) ○ ○ ○ × × 

オの(ｹ) 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

農業参入法人，農業サービス事

業体及び継続的農地利用者の

み可 

× 

 

 

× 

 

 

6 号資金 カ × × × ○ × 

7 号資金 

 

 

キの(ｱ) ○ ○ ○ × × 

キの(ｲ) 特定の要件を満たす者 特定の要件を満たす者 特定の要件を満たす者 × × 

キの(ｳ) ○ ○ ○ ○ × 

 

 

  （３） 貸付限度額 

     ア （２）のキの(ｲ)の資金（特定の農家住宅資金） 

      １，８００万円 

    イ 認定農業者等に対する利子助成制度の特例（５の(１)のアの(ｱ)参照） 

         による貸付 

     (ｱ) 個人：１，８００万円 

     (ｲ) 法人：３，６００万円 

    ウ 集落営農組織等に対する特例（５の(２)参照)による貸付 

       ３，６００万円 

    エ 農業を営む個人（（１）のアに掲げる者のうち，個人経営の者） 

      １，８００万円 

      ただし，必要であると知事に認められた場合は２億円（知事特認） 

    オ 農業を営む法人・団体（（１）のアに掲げる者のうち，個人経営以外 

     の者。ただし，（１）のアの(ｶ)に掲げる者を除く。） 

      ２億円 

    カ 農業参入法人（（１）のアの(ｶ)に掲げる者） 

      １億５千万円 

    キ 共同利用施設（（１）のイからエまでに掲げる者） 

      １５億円 
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    ア，イ及びウの借入については，他の借入と合算し，エ～オに掲げる限度 

   額の内数とする。 

 

  （４） 融資率 

    ８０％ 

      ただし,認定農業者等及び集落営農組織等については特例として１００％ 

   （集落営農組織等については，通算残高３，６００万円までが１００％。） 

 

（５） 償還期限 

 

５ その他 

 （１） 認定農業者等に対する特例措置 

       ア 認定農業者等に対する特例措置の概要 

     (ｱ) 利子助成制度 

       県の利子補給とは別途，国（(公財)農林水産長期金融協会）の利子助

成により，借入者の実質利子負担が軽減される。 

       利子助成を受けるには，借入手続とは別途，申請を行う必要がある 

      が，利子助成に係る事務については，借入者が融資機関に委任するこ 

      とにより，実質的に融資機関が行うことになっている。 

         (ｲ) 融資率の拡大（４の（４）参照） 

       通常の融資率は８０％であるが，認定農業者等の特例措置による借 

      入については，１００％となる。 

    イ 認定農業者等に対する特例措置の適用要件 

     (ｱ) 借入者が認定農業者等であること（４の（１）のアの(ｱ)(ｹ)に掲げ

     る者）。 

     (ｲ) 資金使途が４の（２）のキの(ｱ)及び(ｲ)ではないこと。 

     (ｳ) 利子助成制度の特例については，特例措置適用の通算残高が，個人 

      １，８００万円，法人３，６００万円以下であること（４の（３）の 

      イ参照）。 

        

*（　）内はうち据置期間

５号資金

７号資金

１５（３）

１５（７） １７（５） １５（３）

オ －

　７（２） 　７（２）

１５（３）

１５（３） １５（３）

－ ２０（３）

１５（７） １７（７）

キ

１５（７） １７（５）

　７（２） １０（５）

１５（７） １７（５）

－ －

イからエ

３号資金

４号資金

６号資金

１５（３） ２０（３）

１５（７） １８（５）

２号資金 １５（７） １５（７）

ア

イ

ウ

エ

カ

(単位：年)

１号資金
農機具のみ 　７（２） １０（５） 　７（２） １０（２）

貸付対象者(1)

資金使途（２）

認定農業者

アの(ｱ)及び(ｹ)

認定新規就農者

アの(ｲ)

その他の農業者

アの(ｳ)から(ｸ),(ｺ)

共同利用
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  （２） 集落営農組織等に対する特例措置 

     ア 集落営農組織等に対する特例措置の概要 

      (ｱ) 融資率の拡大（４の（４）参照） 

       通常の融資率は８０％であるが，集落営農組織等の特例措置による 

      借入については，１００％となる。 

    イ 集落営農組織等に対する特例措置の適用要件 

     (ｱ) 借入者が集落営農組織等であること（４の（１）のアの(ｷ)(ｺ)に掲 

      げる者）。 

     (ｲ) 資金使途が４の（２）のキの(ｱ)及び(ｲ)ではないこと。 

     (ｳ) 特例措置適用の通算残高が，３，６００万円以下であること 

      （４の（３）のウ参照）。 

       なお，超過する場合においても，それぞれの融資限度額の範囲で借 

      入は可能であるが，集落営農組織等の特例については適用されない。 

 

 （３） クイック融資制度 

     認定農業者（４の（１）のアの(ｱ)に掲げる者）及び集落営農組織（４の 

    （１）のアの(ｷ)に掲げる者）については，クイック融資制度を利用できる 

    （クイック融資制度については第２編３クイック融資制度を参照）。 

      なお，同制度の適用を受けた場合，県の利子補給承認前に事業着手及び 

    融資実行することができるが，利子補給不承認となった場合は自己責任と 

    なる。 

         根拠： クイック融資による農業経営基盤強化資金及び農業近代化資金の 

        融資手続等について（平成 19 年 3 月 30 日付け 18経営第 7836 号農 

林水産省経営局長通知） 

 

 （４） 補助残融資の取扱いについて 

国又は地方公共団体の補助金（交付金を含む。）の交付決定を受けた事業

について，補助残事業費部分に充てるため近代化資金を融通することは差し

支えない。 

また，任意団体が補助事業主体となる補助残融資について，認定農業者（４

の（１）のアの(ｱ)に掲げる者）は，個人の負担金（４の（２）のオの (ｸ)）

としての借入が可能である。 

          

 （５） 個人の貸付限度額に対する知事特認（４の（３）のエ） 

     農業を営む個人で知事がおおむね次に掲げる現在規模等を勘案し，特に 

    必要と認めて承認するもの。 

       ア 酪農経営にあっては常時飼養頭数                      １５頭以上 

     イ 肉用牛経営にあっては常時飼養頭数                    １５頭以上 

    ウ 養豚（肥育）経営にあっては常時飼養頭数             １２０頭以上 

    エ 養豚（繁殖）経営にあっては常時飼養頭数               ４０頭以上 

    オ 養鶏（採卵）経営にあっては常時飼養羽数    成鶏 ３,０００羽以上 

    カ 養鶏（採肉）経営にあっては常時飼養羽数          ５,０００羽以上 

    キ 果樹園経営にあっては樹園地面積                        １ha 以上 

    ク 施設園芸経営にあっては施設園芸の施設の実面      １,０００㎡以上 

    ケ 茶園経営にあっては茶園面積                            ２ha 以上 
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    コ 養蚕業を営む者でその経営する桑園面積                  ２ha 以上 

    サ その他の経営で知事が特に必要と認めたもの 
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６ 事務処理手続
⑴ 通常の事務処理（特別融資制度推進会議の審査を融資機関へ委任しない案件）

個人施設（４の（１）のア） 共同利用施設（４の（１）のイからエ）

【申請書類】
・借入申込希望書兼経営改善資金計画書（農業経営改善

関係資金基本要綱別紙１）

・その他必要とする書類

①借入申込希望書兼経営改善資金計画書等の提出

適切な融資機関の選定

関係機関へ①の書類を送付し，融資の
協議を行う。

②審査結果の通知

③借入申込

・債務保証の手続

・利子補給承認手続

・各市町村で定めた手続

・利子助成手続（認定農業者特例の場合）

④貸付実行

【申請書類】
・借入申込書（農業近代化資金制度実施要領様式第１号）

・その他必要とする書類

①借入申込
※ 一元的融資審査は経ない。

②貸付適否の意見

・債務保証の手続

・利子補給承認手続

・各市町村で定めた手続

③貸付実行

借 入 希 望 者

窓口機関
（公庫，農協，

銀行等）

融資機関
(農協，銀行等)

１ 市町村
認定農業者，集落営農組織及び農業参入法人，認定新規

就農者：特別融資推進会議
その他担い手：金融運営協議会

２ 日本政策金融公庫
３ 農協等融資機関
４ 農業信用基金協会
５ 県地域振興局等（農政・普及担当）

融 資 機 関

農 業 信 用 基 金 協 会

県 地 域 振 興 局 等

市 町 村

( 公 財 ) 農 林 水 産 長 期 金 融 協 会

借 入 申 込 者

借 入 申 込 者

融 資 機 関

農 業 信 用 基 金 協 会

県 地 域 振 興 局 等

市 町 村

借 入 申 込 者

市 町 村 金 融 運 営 協 議 会

一元的融資
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【申請書類】
・借入申込希望書兼経営改善資金計画書（農業経営改善関係資金基本要綱別紙１）
・その他必要とする書類

①借入申込希望書兼経営改善資金計画書の提出

・適切な融資機関の選定

・推進会議から委任された認定等に関する審査

認定内容を報告 借入希望者が機関保証を希望する場合は，基金協会へ送付

・推進会議から委任された認定等に関する審査

認定内容を報告

＊機関保証を利用する場合は，融資機関・基金協会双方の
認定内容を確認すること

農業経営改善資金計画認定通知書の送付
認定内容を直接関係を有する構成機関に通知

②審査結果の通知
③借入申込

・債務保証の手続

・利子補給承認手続

・各市町村で定めた手続

・利子助成手続（認定農業者特例の場合）

④貸付実行

⑵ 特別融資制度推進会議の審査を融資機関へ委任する場合
ア クイック融資の適用を受けない委任案件

借 入 希 望 者

窓 口 機 関
（公庫，農協，銀行等）

融 資 機 関
（農協，銀行等）

市 町 村
特別融資制度推進会議事務局

融 資 機 関

農 業 信 用 基 金 協 会

県 地 域 振 興 局 等

市 町 村

(公財)農林水産長期金融協会

借 入 申 込 者

農業信用基金協会

一
月
半
以
内

一 元 的 融 資

関 係 構 成 機 関

二
週
間
以
内
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【申請書類】
・借入申込希望書兼経営改善資金計画書（借入申込希望書兼経営改善資金計画書のうち収支計

画例を除いたもの（農業経営改善関係資金基本要綱別紙１） ）
・その他必要とする書類

①借入申込希望書兼経営改善資金計画書の提出

・適切な融資機関の選定

（必要書類受理後）

・推進会議から委任された認定等に関する審査

認定内容を報告 借入希望者が機関保証を希望する場合は，基金協会へ送付

・推進会議から委任された認定等に関する審査

認定内容を報告

＊機関保証を利用する場合は，融資機関・基金協会双方の
認定内容を確認すること

農業経営改善資金計画認定通知書の送付
認定内容を直接関係を有する構成機関に通知

②審査結果の通知
＊融資機関は結果を通知するとともに，借入申込書，債務保証委託申込書等の提出を求める

③借入申込

・債務保証の手続

・利子補給承認申請（注）

・決定日中に報告

・各市町村規定の手続

・利子助成手続（認定農業者特例の場合）

・利子補給承認

⑤貸付実行

（注） 県地域振興局等が利子補給承認申請書類一式を受理した後，貸付決定，事業着工及び利子補給承認前の
融資実行が可能となる。

イ クイック融資の適用案件

借 入 希 望 者

窓 口 機 関
（公庫，農協，銀行等）

融 資 機 関
（農協，銀行等）

市 町 村
特別融資制度推進会議事務局

融 資 機 関

農 業 信 用 基 金 協 会

県 地 域 振 興 局 等

市 町 村

( 公 財 ) 農 林 水 産 長 期 金 融 協 会

借 入 申 込 者

農業信用基金協会 ６
営
業
日
以
内

一 元 的 融 資

関 係 構 成 機 関

④貸付決定

５
営
業
日
以
内

11
営
業
日
以
内
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7 農業近代化資金申請書類一覧表 

 

（１）個人施設（個人及び農業を営む法人・任意団体（４の（１）のアに掲げる者）） 

     個人及び農業を営む法人・任意団体に係る近代化資金の借入は，農業経営改善関係資金基本 

  要綱，クイック融資による農業経営基盤強化資金及び農業近代化資金の融資手続等について及 

  び農業近代化資金制度実施要領に基づき運用する。 

区    分 関   係   書   類 備    考 チェッ

ク 

 

 

 

 

 

 

申 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時 

 

 

共  通 

 

 

 借入申込希望書兼経営改善資金計画書，個人情報の取り扱いに関す 

る同意書 

 （クイック融資の場合は上記のうち収支計画例を除いたもの） 

基本要綱別紙１  

 
個    人  過去３か年の青色申告書，農協の組合勘定の写し（畜産関係で勘定がある場合）   

法人・団体等 

 

 

 法人（団体）の概要調書 近代化様式第２号  

 過去３か年の決算書（付属明細書を含む。）又はこれに準ずるもの   

 法人登記簿   

 定款・規約又はこれに準ずるもの   

 本事業を承認した総会及び理事会の議事録   

 

貸

付

対

象 

者

確

認

書

類 

認定農業者  農業経営改善計画書の写し   

 農業経営改善計画認定書の写し   

認定新規就農者  青年等就農計画書の写し   

 青年等就農計画認定書の写し   

目標地図に位

置づけられた者 

 地域計画のうち目標地図に位置付けられた者に関する証明書   

その他担い手 

農    家 

 農業粗収益を証明するもの   

 その他必要と思われる書類   

経営主以外の 

農 業 者 

 家族経営協定の写し   

 経営主の借入状況がわかる書類   

 その他必要と思われる書類   

 機械購入に必要

 な書類 

 カタログ   

 見積書   

 設計書・設計図面（平面，立面－前面，側面）   

 設置場所の位置図・配置図・現況写真等   

 建築確認許可   

  果 樹 等 育 成 の 場 合  果樹等植栽育成資金に係る育成計画書 近代化様式第５号  

  家 畜 等 育 成 の 場 合  家畜購入育成資金に係る育成計画書 近代化様式第６号  

  肥 育 牛 購 入 育 成 の 場 合  農政部長通知（平成15年１月28日付け農経第512号）に掲げる添付資料 別紙様式１，２  

 直近の市場平均価格が分かる資料   

 豚，いのしし，鶏，あひる，うず 

 ら，きじ，だちょう，ほろほろ鳥及 

び七面鳥を飼養する事業者の場合 

 飼養衛生管理基準遵守状況確認書 R4.6.1以降承認分  

 その他必要に応

 じて必要な書類 

 

 

 作付体系の分かる資料   

 ローテーションの分かる資料   

 資金繰りの分かる資料   

 償還計画表（償還期間が５年以上の場合） 近代化様式第４
号の⑤利用 

 

 購入等（機械購入・施設建設以外）の積算根拠となる書類   

 補助金交付決定(内示)通知書，事業計画・資金計画等の写し   

 生産調整の意見書（酪農）   

 環境保全型の意見書・確約書   

 関連許認可届等   

 その他必要と思われる書類   

申  請  後 

(窓口機関で整備) 

 金融運営協議会審査表，議事録   

 融資審査総括表の意見記入 基本要綱参考様式２  

 経営改善資金計画認定通知書もしくは，特別融資制度推進会議事務

 局への報告（借入希望者の氏名，住所等）の写し 

  

融 資 機 関 決 定 後  借入申込書 基本要綱参考様式３  

借入申込書兼債務保証委託申込書(基金協会の債務保証をうける場合) 基本要綱参考様式４  

 その他必要と思われる書類   

利子補給承認申請時  利子補給承認申請書 近代化様式第９号  

 その他貸付申請に要した書類の写し   
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（２） 共同利用施設（４の（１）のイからエに掲げる者） 

    共同利用施設に係る近代化資金の借入は,農業近代化資金制度実施要領に基づき運用する｡ 

区   分 関   係   書   類 備    考 チェッ

ク 

 

 

 

 

 

申 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時 

 

 

 

共     通 

 

 

 

 

 農業近代化資金借入申込書 様式第１号  

 法人（団体）の概要調書 様式第２号  

 共同利用計画書 様式第３号  

 経営改善計画書 様式第４号  

 法人登記簿   

 定款・規約   

 最近３か年の決算書又はこれに準ずるもの   

 本事業を承認した総会及び理事会等の議事録   

 個人情報利用の同意書   

 その他必要と思われる書類   

機械購入に必要 

な 書 類 

 カタログ   

 見積書   

施設建設に必要 

な 書 類 

 

 

 見積書   

 設計書・設計図面（平面，立面－前面，側面）   

 設置場所の位置図・配置図・現況写真等   

 農地転用許可書の写し・農地に係る売買・賃貸借契約書等 

 (農地を転用して施設用地とする場合) 

 
 

 
 

 建築確認許可   

果 樹 等 育 成 の 場 合  果樹等植栽育成資金に係る育成計画書 近代化様式第５号  

家 畜 等 育 成 の 場 合  家畜購入育成資金に係る育成計画書 近代化様式第６号  

肥 育 牛 購 入 育 成 の 場 合  農政部長通知（平成15年１月28日付け農経第512号）に掲げる添付資料 別紙様式１，２  

 直近の市場平均価格が分かる資料   

豚，いのしし，鶏，あひる，うず 

ら，きじ，だちょう，ほろほろ鳥及 

び七面鳥を飼養する事業者の場合 

 飼養衛生管理基準遵守状況確認書 R4.6.1以降承認分 
 

その他必要に応 

じて必要な書類 

 

 

 

 

 作付体系のわかる資料   

 ローテーションの分かる資料   

 資金繰りの分かる資料   

 購入等（機械購入・施設建設以外）の積算根拠となる書類   

 補助金交付決定(内示)通知書，事業計画・資金計画等の写し   

 生産調整の意見書（酪農，養鶏等）   

 環境保全型の意見書・確約書   

 融資事業計画に関する意見書（信連融資の場合） 様式第８号  

 関連許認可届等   

 その他必要と思われる書類   

申 請 後  金融運営協議会審査表，議事録   

 債務保証委託申込書（基金協会の債務保証をうける場合）    

 その他必要と思われる書類   

利子補給承認申請時  利子補給承認申請書 様式第９号  

 その他貸付申請に要した書類の写し   

 

８ 農業近代化資金の貸付審査について 
審    査    項    目 備     考 適否 

 貸付対象者か  ４の（１）参照  

 融資対象施設か  ４の（２）参照  

 貸付限度額以内であるか  ４の（３）参照  

 融資率は８０％以内か 

（認定農業者等の特例：１００％以内） 

 補助金の場合，補助事業費総額×８０％

 以内で承認可。貸付実行時には，実際の

 借入金（補助事業費総額－補助決定額）

 となっているか確認する。 

 

 

 償還期間は定められた期間内か  ４の（５）参照  

 利子補給率等の設定は適正か 農業経済課送付の貸付利率等の表を参照  

 技術水準，意欲，経営能力等から見て改善計画の達成は可能か   

 労働力は確保されているか   

 借入金は経営実態，改善計画，資金使途に即したものであるか   
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９ 事業実施後の書類等の確認                                              令和７年６月版 

 

   関係書類の整備は，可能な限り，１つのファイルに１借入者毎に下から時系列順で整備すること。 

 

     資金名 農業近代化資金   借受者名                             承認年度・番号        

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関 係 書 類 確   認   事   項 チェック欄 

⑪経営状況報告書 ・融資機関が求めた場合に限る。  

⑩事業完了報告書 

 

・記載内容に問題はないか。 

・流れに矛盾はないか。 

 

 

※補助事業実績報告書(写) 

※交付確定通知書(写) 

・補助残融資の場合は，整備されているか。 

・事業費に問題はないか。 

 

 

⑨資金専用口座の写し 

（原則，貸付留保金口座で

処理し，営農口座で処理し

ない。） 

 

 

・借入者名義の口座であるか。 

・自己資金は，資金の入金日までに入金されているか。 

・支払いは現金でなく，振替証書の日付けと同一であるか。 

・補助事業の場合，補助金の額が一致するか。 

・債務保証料は，自己資金で対応しているか。 

・繰上償還が必要な場合は，適正に処理されているか。 

 

 

 

 

 

 

⑧領収書の写し 

 

・宛先，金額，内容は振替伝票と一致するか。 

・日付けは，適正であるか。（一般には，振替払いを行った日） 

 

 フ 

 

 

ァ 

 

 

イ 

 

 

ル 

⑦振替伝票の写し 

 

・宛先，金額，内容は納品書，請求書と一致するか。 

・振込手数料は，自己資金で対応しているか。 

 

 

⑥請求書の写し 

 

・下取り，値引きがある場合は明記されているか。 

・日付けは，納品日以降であるか。 

 

 

⑤納品書の写し 

 

・金額，内容等は事業計画書と整合性が図られているか。 

・納品日は，利子補給（事前着工）承認日以降であるか。 

 

 

※請負契約書 

※売買契約書 

 

・一契約につき500万円以上の場合は，整備されているか。※施設の場合 

・事業着手予定日は，利子補給（事前着工）承認予定日以降であるか。 

・出来高払いがある場合は，明記されているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④貸付実行報告書 

 

・貸付実行日は，借用証書の日付と同一日であるか。 

・償還条件の設定は，借用証書と同一であるか。 

 

 

③借用証書 

 

 

 

 

 

 

 

・農協内部の稟議はあるか。（決裁日を記入すること。） 

・貸付日は，利子補給承認日以降となっているか。 

・資金所要時期に実行されているか。 

・貸付利率は間違っていないか。 

 （利子補給承認日と貸付実行日で金利が違う場合は，どちらか低い方） 

・貸付限度額以内であるか。（１万円未満の端数は切り捨てる。） 

  （確定事業費             千円） × ８０％ ＝（貸付限度額             千円） 

・償還計画は，承認内容と一致しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実行延期届 ・承認日から貸付けが６か月をこえる場合は，整備されているか。  

②利子補給承認書 ・記載内容に間違いはないか。   

①申請関係の書類 

 

 

 

 

 

・利子補給承認申請書 

・借入申込書 

・経営改善計画書 

・見積書 

・その他添付書類 

※事前着工承認申請書 

 

 

 

 

 

 

           注）※については，必要に応じて整備 
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（参考資料） 

 

   農業近代化資金利子補給変更承認申請書（償還計画の変更）  

 

                                    第     号 

                                  令和  年  月  日 

 鹿 児 島 県 知 事  殿 

                           融 資 機 関 名 

                           代 表 者 氏 名          

 

 次の者について，別紙写しのとおり，償還条件変更の申込がありました。内容を審査した 

ところ適当であると認められますので，農業近代化資金利子補給契約書第４条に基づき，次 

のとおり利子補給の変更を承認してくださるよう申請します。 

 

融 資 機 関 ｺ ｰ ﾄ ﾞ 承認年度 承 認 番 号   借 入 者  氏 名  期 首 残 高 ( 千 円 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平 成  

 令 和  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                変  更  内  容 

   変  更 後 償 還 条  件    変  更 前 償 還 条  件 

  

  

  

  

 変 更  理 由 

 

 

 

 

 変更後の償還計画表                    （単位：千円） 

  変 更 後  1回 目   変 更 後  2回 目   変 更 後  3回 目   変 更 後  4回 目   変 更 後  5回 目   変 更 後  6回 目   変 更 後  7回 目  

 償還年  令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年  

 償還額        

  変 更 後  8回 目   変 更 後  9回 目   変 更 後 10回 目   変 更 後 11回 目   変 更 後 12回 目   変 更 後 13回 目   変 更 後 14回 目  

 償還年  令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年  

 償還額        

  変 更 後 15回 目   変 更 後 16回 目   変 更 後 17回 目   変 更 後 18回 目   変 更 後 19回 目   変 更 後 20回 目   

 償還年  令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   令 和   年   

 償還額        

 

 上記のとおり承認する。 

   令和  年  月   日 

                             鹿 児 島 県 知 事         印 

 

(注 )１ 融資機関は，借入者から提出された「農業近代化資金借入金に係る償還条件変更申 

   込書」の写しを本申請書に添付すること。 

  ２ 本申請書は，２部作成し２部とも地域振興局等に提出すること。 

  ３ 地域振興局等は，承認後に承認書の写しを農業経済課に提出すること。 

 

3-7-15



 

 

       農業近代化資金借入金に係る償還条件変更申込書   

 

                               令和  年  月  日 

 

  融 資 機 関 長  殿 

 

                  借 入 者 住 所 

                  氏 名 

 

 

 

 

 

 

 承 認 年 度  昭和・平成・令和   年度  

 

 

 

 （当期期首日現在） 

 承 認 番 号              番 

 貸 付 実 行 日        年  月   日 

 当 初 貸 付 実 行 額             千円 

 現 在 約 定 残 高             千円 

 

 

 

  上記借入金について，次のとおり償還条件を変更したいので申込みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               変 更 内 容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       変更後        変更前 

  

  

  

  

  

  

  

  変 更 理 由 

 

 

 

 

 

 

 (注 ) 市町村長の罹災証明，医師の診断書等参考となる説明資料を添付すること。 
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（参考様式） 

                                            （ 文 書 番 号 ） 

                                            令和  年  月  日 

 

 

 鹿児島県知事 殿 

 

 

                                 融資機関名 

                                 代 表 者 名 

 

 

農業近代化資金借入者変更届 

 

 下記のとおり農業近代化資金借入者を変更したので報告します。 

 

                                 記 

 

 

 

 

 承 認 番 号  

 承認年月日  

 承 認 金 額  

 

    変  更  前      変  更  後   

 フ リ ガ ナ 

 借受者氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 変更の理由 

 

 

 

 

 

  ＊債務引受申込書等の写しを添付 

 

 承継を行う者が近代化資金の借受資格要件を具備しているか 

 （ している ， していない ） 

 

 

3-7-17



１０ 農業近代化資金電算コード表
令和７年６月現在

資金名 コード

農業近代化資金 ０１

１ 制度資金コード（２桁） ２ 承認区分コード（１桁）

資金名 コード

地域振興局・支庁承認 ２

３ 地方コード（２桁）

支庁・地域振興局 コード

鹿児島地域振興局農政普及課 ｶｺﾞｼﾏ ０１

南薩地域振興局農政普及課 ｶｾﾀﾞ ０３

北薩地域振興局農政普及課 ｾﾝｻﾂ ０５

姶良･伊佐地域振興局農政普及課 ｶｼﾞｷ ０７

大隅地域振興局農政普及課 ｶﾉﾔ １０

熊毛支庁農政普及課 ｸﾏｹﾞ １１

大島支庁農政普及課 ｵｵｼﾏ １２

５ 融資機関コード（農協等）

融資機関 コード

鹿

児

島

地

域

振

興

局

鹿児島みらい （本店） 0002305

〃 （小野） 0007501

〃 （犬迫） 0010600

〃 （谷山東部） 0013501

〃 （谷山西） 0014109

〃 （中山） 0015806

〃 （谷山） 0018708

〃 （坂之上） 0019305

〃 （吉田南） 0021806

〃 （桜島） 0023108

いぶすき （喜入） 0051403

さつま日置 （串木野） 0151904

〃 （市来） 0158305

〃 （東市来） 0159000

〃 （伊集院） 0164403

〃 （松元） 0164501

〃 （郡山） 0164609

〃 （日吉） 0164707

〃 （吹上） 0171000

融資機関 コード

南
薩
地
域
振
興
局

いぶすき （指宿） 0056600

〃 （山川） 0062600

〃 （開聞） 0064904

〃 （頴娃） 0065501

南さつま（加世田） 0101109

〃 （坊津） 0113000

〃 （川辺） 0124109

〃 （枕崎） 0117501

〃 （大笠） 0112305

〃 （知覧） 0120600

さつま日置（金峰） 0172600

４ 元号コード

元号 コード

昭和 Ａ

平成 Ｂ

令和 Ｃ
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融資機関 コード

姶
良
・
伊
佐

地

域

振

興

局

あいら（加治木） 0401501

〃 （姶良） 0402109

〃 （蒲生） 0405108

〃 （溝辺） 0408103

〃 （横川） 0408204

〃 （栗野） 0410509

〃 （吉松） 0410604

〃 （牧園） 0412708

〃 （霧島） 0414000

〃 （国分） 0415600

〃 （隼人） 0413305

〃 （福山） 0422207

北さつま（伊佐） 0351806

〃 （菱刈） 0357600

融資機関 コード

北
薩
地
域
振
興
局

北さつま （川内） 0225802

〃 （さつま） 0251305

鹿児島いずみ（出水） 0301108

〃 （米ノ津） 0302708

〃 （阿久根） 0303305

〃 （高尾野） 0304000

〃 （野田） 0305600

〃 （江内） 0306207

〃 （三笠） 0307904

〃 （大川内） 0308501

〃 （東） 0309109

〃 （長島） 0311600

融資機関 コード

大
隅

地

域

振

興

局

そお鹿児島 （大隅） 0451207

〃 （輝北） 0456403

〃 （財部） 0459305

〃 （末吉） 0460109

〃 （松山） 0462403

〃 （志布志） 0465305

〃 （大崎） 0467600

あおぞら 0464708

鹿児島きもつき（鹿屋） 0501000

〃 （垂水） 0507806

〃 （串良） 0510904

〃 （東串良） 0511501

〃 （内之浦） 0512109

〃 （高山） 0513806

〃 （根占） 0515001

〃 （大根占） 0515203

〃 （田代） 0515405

〃 （佐多） 0515607

肝付吾平町 0514403

融資機関 コード

熊
毛
支
庁

種子屋久（西之表） 0551708

〃 （中種子） 0552305

〃 （南種子） 0553000

〃 （屋久島） 0554600

融資機関 コード

大
島
支
庁

あまみ （名瀬） 0601403

〃 （大和） 0602108

〃 （宇検） 0603708

〃 （瀬戸内） 0604305

〃 （住用） 0605000

〃 （龍郷） 0606600

〃 （笠利） 0607207

〃 （喜界町） 0608904

〃 （徳之島） 0610305

〃 （天城町） 0613207

〃 （和泊町） 0617806

〃 （知名町） 0618403

〃 （与論町） 0619108
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融資機関 コード

県信連 2000001

農林中金 3000001

鹿児島銀行 4000001

鹿児島相互信用金庫 4000002

鹿児島信用金庫 4000003

宮崎銀行 4000004

南日本銀行 4000005

６ 市町村コード

市町村 コード

鹿児島市 ２０１２

鹿屋市 ２０３９

枕崎市 ２０４７

阿久根市 ２０６３

出水市 ２０８０

指宿市 ２１０１

西之表市 ２１３６

垂水市 ２１４４

薩摩川内市 ２１５２

日置市 ２１６０

曽於市 ２１６８

いちき串木野市 ２１７６

霧島市 ２１８４

南さつま市 ２１９２

志布志市 ２２００

奄美市 ２２０８

南九州市 ２２３３

伊佐市 ２２４１

姶良市 ２２５０

市町村 コード

鹿児島郡 三島村 ３０３５

十島村 ３０４３

薩摩郡 さつま町 ３８６８

出水郡 長島町 ４０４０

姶良郡 湧水町 ４４６９

曽於郡 大崎町 ４６８６

肝属郡 東串良町 ４８２１

肝付町 ４８３９

南大隅町 ４８８５

錦江町 ４８９０

熊毛郡 中種子町 ５０１１

南種子町 ５０２０

屋久島町 ５０５４

大島郡 大和村 ５２３２

宇検村 ５２４１

瀬戸内町 ５２５９

龍郷町 ５２７５

喜界町 ５２９１

徳之島町 ５３０５

天城町 ５３１３

伊仙町 ５３２１

和泊町 ５３３０

知名町 ５３４８

与論町 ５３５６
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法人名 略称コード 法人名 略称コード

有限会社 Ａ 農業共済組合（連） Ｉ

合名会社 Ｂ たばこ耕作組合（連） Ｊ

合資会社 Ｃ 農業振興公益法人 Ｋ

株式会社 Ｄ 任意団体 Ｌ

農事組合法人 Ｅ 集落営農組織 ＭＬ

土地改良区（連） Ｆ 合同会社 Ｎ

農業協同組合 Ｇ 農業参入法人 （注）

農業協同組合連合会 Ｈ （注）農業参入法人については，他の分類の
前にＯを追記する。（例えば株式会社であれ
ば「ＯＤ 法人名」となる。

８ 営農類型コード

９ 施設コード １０ 資金使途コード

１１ 作目コード

７ 貸付の相手方の略称コード

営農類型 コード 営農類型 コード

普通作を主体とする経営 １ 工芸作物を主体とする経営 ５

野菜を 〃 ２ 花き・花木を 〃 ６

果樹を 〃 ３ 畜産を 〃 ７

養蚕を 〃 ４ その他 ８

施設形態 コード

個人施設 １

協業 ２

共同 ３

国の分類 県の分類 コード

一般 一般 １１０

認定農業者に係る特例 ５０３

小土地 一般 ２１０

認定農業者に係る特例 ６０３

作目 コード

米 １１

果樹 かんきつ ２１

その他 ２２

畜産 牛 ３１

豚 ３２

鶏 ３３

酪 農 ３４

馬 ３５

その他 ３６

作目 コード

麦 ４１

野 菜 ４２

花き花木 ４３

工芸作目 茶 ４４

タバコ ４５

さとうきび ４６

養 蚕 ４７

その他 ４８

3-7-21



１２ 資金種類コード

資金種類 コード

１

号

建

構

築

物

農舎 １０１

畜舎 １０２

蚕室 １０３

農産物乾燥施設 １０４

堆肥舎 １０５

農作物育成施設(温室) １０６

〃 (その他) １０７

サイロ １０８

たい肥盤 １０９

農業用貯溜槽 １１０

果樹棚 １１１

牧さく １１２

農業用索道 １１３

排水施設 １１４

かん水施設 １１５

農産物集出荷施設 １１６

農産物処理加工施設 １１７

農産物貯蔵施設 １１８

農産物販売施設 １１９

農業生産資材貯蔵施設 １２０

農業生産資材製造施設 １２１

農機具保管修理施設 １２２

病害虫等防除施設 １２３

ふ卵育すう施設 １２４

きのこ栽培施設 １２５

家畜人工授精施設 １２６

家畜市場施設 １２７

家畜診療施設 １２８

公害防止施設 １２９

観光農業施設 １３０

未利用資源活用施設 １３１

農業労働力確保施設 １３２

資金種類 コード

農

機

具

等

原動機 １５１

揚排水揚器具 １５２

耕うん整地用器具 １５３

乗用トラクター １５４

農作物育成管理用機具 １５５

肥料調整散布用機具 １５６

病害虫等防除用機具 １５７

収穫調整用機具（うち動
力稲・麦収穫機械）

１５８

〃 （その他） １５９

農産物処理加工用機具 １６０

畜産用機具 １６１

養蚕用機具 １６２

運搬用機具 １６３

農用地改良造成用機具 １６４

生産経営管理情報処理用
機具

１６５
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資金種類 コード 資金種類 コード

２

号

植

栽

果樹 ２２１

育

成

果樹 ２５１

オリーブ ２２２ オリーブ ２５２

茶 ２２３ 茶 ２５３

多年生草本 ２２４ 多年生草本 ２５４

桑 ２２５ 桑 ２５５

花木 ２２６ 花木 ２５６

その他永年性植物 ２４１ その他永年性植物 ２７１

資金種類 コード 資金種類 コード

３

号

購

入

乳牛 ３１１

育

成

乳牛 ３５１

繁殖牛 ３１２ 繁殖牛 ３５２

繁殖豚 ３１３ 繁殖豚 ３５３

肥育牛 ３１４ 肥育牛 ３５４

肥育豚 ３１５ 肥育豚 ３５５

鶏採卵 ３１６ 鶏採卵 ３５６

鶏採肉 ３１７ 鶏採肉 ３５７

その他家畜 ３４１ その他家畜 ３７１

資金種類 コード

４
号

耕地防風林 ４１１

小土地改良 ４１２

資金種類 コード

５

号

農地等賃借権等 ５１１

賃借権（農機具，運搬用機具） ５１２

〃 （その他施設） ５１３

研修 ５１４

品種転換 ５１５

需要開拓 ５１６

無形固定資産，研究開発費 他 ５１７

法人化，法人参加 ５１８

その他 ５９１
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１３ 原資区分コード

１４ 補助金の有無コード

１５ 債務保証の有無コード

１６ 修正区分コード

１７ 摘要（実行区分）コード

資金種類 コード

６

号

診療施設 ６０１

農事放送施設 ６０２

水道施設 ６０３

下水道施設 ６０４

託児施設 ６０５

研修施設 ６０６

集会施設 ６０７

農業管理センター ６０８

ガス供給施設 ６０９

融雪・除雪用施設 ６１０

農作業管理休養施設 ６１１

農作業等健康増進施設 ６１２

地域休養施設 ６１３

生活改善センター ６１４

生活安全保護施設 ６１５

集落道 ６１６

廃棄物処理施設 ６１７

地域交流施設 ６１８

老人福祉施設 ６１９

優良老人ホーム ６２０

資金種類 コード

７
号

内水面養殖施設 ７０６

特定の農家住宅 ７０９

農村給排水施設 ７１６

資金種類 コード

セット ８００

原資 コード

直貸（自己負担） １

転

貸

原 資

調達先

信 連 ２

共済連 ３

農林中金 ４

補助金 コード

無 ０

有 １

補助金 コード

無 ０

有 １

修正区分 コード

削除 １

変更（修正） ２

新規追加 ３

実行区分 コード

承認どおり実行 １

内容を変更して実行 ２

借入辞退 ３
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様
式

第
９
号

上
記

に
つ

い
て

，
次

の
と

お
り

申
請

し
ま

す
。

１
．

制
度

資
金

(
0
1
)
 
農

業
近

代
化

資
金

３
．

地
方

２
．

承
認

区
分

(
2
)
 
地

域
振

興
局

・
支

庁
承
認

４
．

承
認

年
度

・
月

円

%
%

%

①
千

円

②
千

円

③
千

円

円

%
%

%

①
千

円

②
千

円

③
千

円

作
目営
農

類
型

頭
羽

数
原

資
補

助
金

債
務

保
証

資
金

種
類

市
町

村
利

子
補

給
率

県
利

子
補

給
率

貸
付

利
率

約
定

償
還

額
(
第

2
回

以
降

)
約

定
償

還
額

(
第

1
回

)
約

定
完

了

農
業

近
代

化
資

金
利

子
補

給
承

認
申

請
書

第
号

令
和

年
月

日

鹿
児

島
県

知
事

殿
融

資
機

関
名

代
表

者

承
認

番
号

市
町

村
支

所
組

合
員

番
号

氏
名

（
借

受
者

）

 
 

貸
付

残
高

事
業

費
貸

付
予

定
額

千
円

千
円

千
円

千
円

氏
名

（
カ

ナ
）

施
設

資
金

使
途

資
金

種
類

 
 

貸
付

予
定

額
頭

羽
数

 
 

 
 

セ
ッ
ト

内
容

貸
付

予
定

日
約

定
日

約
定

開
始

営
農

類
型

施
設

資
金

使
途

資
金

種
類

承
認

番
号

市
町

村
支

所
組

合
員

番
号

氏
名

（
借

受
者

）
氏

名
（

カ
ナ

）

 
 

貸
付

予
定

日
約

定
日

約
定

開
始

約
定

完
了

約
定

償
還

額
(
第

1
回

)
約

定
償

還
額

(
第

2
回

以
降

)
貸

付
利

率
県

利
子

補
給

率
市

町
村

利
子

補
給

率

作
目

頭
羽

数
原

資
補

助
金

債
務

保
証

貸
付

残
高

事
業

費
貸

付
予

定
額

千
円

千
円

セ
ッ
ト

内
容

資
金

種
類

貸
付

予
定

額
頭

羽
数

 
 

 
 

 
 

千
円

千
円
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●
農
業
近
代
化
資
金
利
子
補
給
申
請

承
認

申
請

明
細

承
認

申
請

書
固

定
長

デ
ー

タ

①
融
資
基
本
情
報

承
認

元
号

承
認

年
度

承
認

月
01

農
業

近
代

化
資

金
2

地
域

振
興

局
・支

庁
承

認
01

鹿
児

島
地

域
振

興
局

農
政

普
及

課
00

02
30

5
鹿

児
島

み
らい

 （
本

店
）

令
和

7
8

制
度

資
金

融
資

機
関

承
認

区
分

地
方

3-7-26

＜
融

資
基

本
情

報
＞

白
の
セ
ル
に
コ
ー
ド
を
入
力
。

※
ピ
ン
ク
の
セ
ル
は
白
の
セ
ル
に
コ
ー
ド

を
入
力
す
る
と
自
動
で
表
示
さ
れ
ま
す
。

グ
レ

ー
の

セ
ル

は
振
興

局
・

支
庁

で
入
力

承
認
申
請
書
E
x
c
e
l
様

式
（
１
シ
ー
ト
目
）



●
農
業
近
代
化
資
金
利
子
補
給
申
請

融
資

基
本

情
報

承
認

申
請

書
固

定
長

デ
ー

タ

②
利
子
補
給
承
認
申
請
明
細

承
認

番
号

組
合

員
番

号
氏

名
（

借
受

者
）

氏
名

（
カナ

）
00

01
20

12
鹿

児
島

市
00

12
34

56
7

鹿
児

島
　太

郎
ｶｺ

ﾞｼ
ﾏ 

ﾀﾛ
ｳ

1
00

02
21

60
日

置
市

00
23

45
67

8
株

式
会

社
　鹿

児
島

農
園

D 
ｶｺ

ﾞｼ
ﾏﾉ

ｳｴ
ﾝ

2

支
所

市
町

村
普

通
作

を主
体

とす
る

経
営

1
個

人
施

設
50

3
一

般
/認

定
農

業
者

に
係

る
特

例
10

1
1号

/建
構

築
物

/農
舎

11
野

菜
を主

体
とす

る
経

営
2

協
業

50
3

一
般

/認
定

農
業

者
に

係
る

特
例

10
6

1号
/建

構
築

物
/農

作
物

育
成

施
設

（
温

室
）

42

施
設

営
農

類
型

資
金

種
類

資
金

使
途

頭
羽

数
貸

付
残

高
事

業
費

(千
円

)
貸

付
予

定
額

(千
円

)
貸

付
予

定
元

号
米

1
直

貸
（

自
己

負
担

）
0

無
1

有
3,

00
0,

00
0

12
,0

00
10

,0
00

令
和

野
菜

1
直

貸
（

自
己

負
担

）
1

有
1

有
10

,0
00

,0
00

20
,0

00
13

,0
00

令
和

補
助

金
原

資
作

目
債

務
保

証
貸

付
予

定
年

貸
付

予
定

月
貸

付
予

定
日

約
定

月
約

定
日

約
定

開
始

元
号

約
定

開
始

年
約

定
完

了
元

号
約

定
完

了
年

約
定

償
還

額
　第

1回
(千

円
)

7
9

10
12

20
令

和
7

令
和

16
1,

00
0

7
9

30
12

20
令

和
7

令
和

18
1,

08
7
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＜
承

認
申

請
明

細
＞

※
一

借
受

者
に

つ
き

，
横

１
行

で
入

力
し

て
く

だ
さ

い
。

振 興 局 ・ 支 庁 で 入 力

組
合

員
番

号
（

必
ず

７
桁

）
・

借
入

者
が

農
業
を

営
む

個
人

・
法

人
　

　
融

資
機

関
が
系

統
　

→
組

合
員

番
号

　
　

融
資

機
関

が
銀

行
等

→
任

意
の

番
号

・
借

入
者

が
農

協
→

融
資

機
関

コ
ー

ド

氏
名

・
法

人
の

場
合

は
，

先
頭

に
略

称
コ

ー
ド

を
入

力
し

，
　

略
称

コ
ー

ド
と

名
称

の
間

は
１

マ
ス

あ
け

る
・

姓
と

名
は

１
マ

ス
あ

け
る

借
入

者
の

農
業

粗
収

入
第

１
位

の
部

門
を

入
力

同
一

種
類

の
資

金
で

２
以

上
の

貸
付

対
象

が
あ

る
場

合
は

，
事

業
費

の
最

も
高

い
も

の
を

入
力

融
資

対
象

が
ど

の
部

門
で

使
わ

れ
る

か
で

区
分

す
る３

号
資

金
の

場
合

の
み

入
力

（
セ

ッ
ト

は
セ

ッ
ト

内
訳

に
入

力
）

基
金

協
会

の
保

証
の

有
無

・
近

代
化

の
み

の
残

高
　

な
い

場
合

は
「

０
」

・
残

高
と

貸
付

予
定

額
の

合
計

が
1
億

円
を

　
超

え
る

場
合

は
，

事
前

協
議

が
必

要
・

貸
付

残
高

は
，

申
請

時
現

在
の

残
高

を
　

入
力

す
る

こ
と

・
補

助
事

業
の

場
合

の
事

業
費

　
は

補
助

事
業

費
を

入
力

・
認

定
農

業
者

及
び

集
落

営
農

　
組

織
の

特
例

で
は

な
い

場
合

，
　

貸
付

予
定

額
は

事
業

費
の

８
　

割
以

内
・

貸
付

予
定

額
の

１
万

円
未

満
　

の
端

数
は

切
り

捨
て

貸
付

予
定

日
は

，
承

認
日

以
降

3
月

,
6
月

,
9
月

,
1
2
月

の
う

ち
い

ず
れ

が
１

回

法
定

期
限

内
で

あ
る

か
確

認

・
約

定
償

還
額

は
，

千
円

単
位

　
（

端
数

は
１

回
目

に
加

算
）

・
貸

付
予

定
額

と
合

う
か

確
認

個
人

施
設

　
　

　
0
0
0
1
～

共
同

利
用

施
設

　
1
0
0
1
～

※
債

務
保

証
利

用
時

の
記

載
方

法
基

金
協

会
債

務
保

証
を

利
用

す
る

際
，

貸
付

予
定

額
と

残
高

の
合

計
が

1
,
8
0
0

万
円

（
個

人
）

を
超

え
る

場
合

，
1
,
8
0
0

万
円

以
内

分
と

超
過

分
の

２
つ

に
分

け
て

記
載

を
行

う
こ

と
。

※
協

業
の

場
合

は
3
,
6
0
0
万

円
。

承
認
申
請
書
E
x
c
e
l
様
式
（
２
シ
ー
ト
目
）



約
定

償
還

額
　第

2回
以

降
(千

円
)

貸
付

利
率

(%
)

利
子

補
給

率
　県

(%
)

利
子

補
給

率
　市

町
村

(%
)

1,
00

0
2.

00
1.

25
0.

00
  

1,
08

3
1.

00
1.

25
1.

00
                                              

セ
ット

内
訳

①
資

金
種

類
セ

ット
内

訳
①

貸
付

予
定

額
(千

円
)

セ
ット

内
訳

①
頭

羽
数

セ
ット

内
訳

②
貸

付
予

定
額

(千
円

)
                                                

セ
ット

内
訳

②
資

金
種

類

セ
ット

内
訳

②
頭

羽
数

セ
ット

内
訳

③
貸

付
予

定
額

(千
円

)
セ

ット
内

訳
③

頭
羽

数
                                                

セ
ット

内
訳

③
資

金
種

類

3-7-28

・
承

認
日

の
金

利
を

入
力

・
市

町
村

の
利

子
補

給
率

は
正

確
に

入
力

す
る

・
セ

ッ
ト

の
場

合
は

，
必

ず
入

力
す

る
・

内
訳

の
貸

付
予

定
額

の
合

計
は

，
全

体
の

貸
付

予
定

額
と

同
じ

・
３

号
資

金
に

つ
い

て
は

頭
羽

数
も

入
力

す
る



様
式

第
９
号

(
0
0
0
2
3
0
5
)
 鹿

児
島

み
ら

い
 
（

本
店
）

上
記

に
つ

い
て

，
次

の
と

お
り

申
請

し
ま

す
。

１
．

制
度

資
金

(
0
1
)
 
農

業
近

代
化

資
金

３
．

地
方

(
0
1
)
 
鹿

児
島

地
域

振
興

局
農

政
普

及
課

２
．

承
認

区
分

(
2
)
 
地

域
振

興
局

・
支

庁
承
認

４
．

承
認

年
度

・
月

令
和
7
年

度
 
8
月

円

%
%

%

①
千

円

②
千

円

③
千

円

円

%
%

%

①
千

円

②
千

円

③
千

円

作
目営
農

類
型

頭
羽

数
原

資
補

助
金

債
務

保
証

1
直

貸
（

自
己

負
担

）
0

無
有

1
1

米
1

普
通

作
を

主
体

と
す

る
経

営
1

1
号

/
建

構
築

物
/
農

舎

資
金

種
類

市
町

村
利

子
補

給
率

県
利

子
補

給
率

貸
付

利
率

約
定

償
還

額
(
第

2
回

以
降

)
約

定
償

還
額

(
第

1
回

)
約

定
完

了

0
.
0
0

1
.
2
5

2
.
0
0

農
業

近
代

化
資

金
利

子
補

給
承

認
申

請
書

第
号

令
和

年
月

日

鹿
児

島
県

知
事

殿
融

資
機

関
名

代
表

者

承
認

番
号

市
町

村
支

所
組

合
員

番
号

氏
名

（
借

受
者

）

0
0
0
1

2
0
1
2

鹿
児

島
市

1
2
3
4
5
6
7

鹿
児

島
　

太
郎

ｶ
ｺ
ﾞ
ｼ
ﾏ
 
ﾀ
ﾛ
ｳ

0
0

貸
付

残
高

事
業

費
貸

付
予

定
額

3
,
0
0
0
,
0
0
0

1
2
,
0
0
0

千
円

1
0
,
0
0
0

千
円

千
円

千
円

氏
名

（
カ

ナ
）

1
個

人
施

設

施
設

5
0
3

一
般

/
認

定
農

業
者

に
係

る
特

例

資
金

使
途

1
0
1

資
金

種
類

 
 

貸
付

予
定

額
頭

羽
数

 
 

 
 

セ
ッ
ト

内
容

貸
付

予
定

日

令
和

 
7
年

 
9
月

 
1
0
日

約
定

日

1
2
月

 
2
0
日

令
和

 
1
6
年

約
定

開
始

令
和

 
7
年

1
,
0
0
0

1
,
0
0
0

営
農

類
型

施
設

資
金

使
途

資
金

種
類

2
野

菜
を

主
体

と
す

る
経

営
2

協
業

5
0
3

一
般

/
認

定
農

業
者

に
係

る
特

例
1
0
6

1
号

/
建

構
築

物
/
農

作
物

育
成

施
設

（
温

室
）

承
認

番
号

市
町

村
支

所
組

合
員

番
号

氏
名

（
借

受
者

）
氏

名
（

カ
ナ

）

0
0
0
2

2
1
6
0

日
置

市
2
3
4
5
6
7
8

株
式

会
社

　
鹿

児
島

農
園

D
 
ｶ
ｺ
ﾞ
ｼ
ﾏ
ﾉ
ｳ
ｴ
ﾝ

0
0

貸
付

予
定

日
約

定
日

約
定

開
始

約
定

完
了

約
定

償
還

額
(
第

1
回

)
約

定
償

還
額

(
第

2
回

以
降

)
貸

付
利

率
県

利
子

補
給

率
市

町
村

利
子

補
給

率

作
目

頭
羽

数
原

資
補

助
金

債
務

保
証

貸
付

残
高

事
業

費
貸

付
予

定
額

4
2

野
菜

1
直

貸
（

自
己

負
担

）
1

有
1

有
1
0
,
0
0
0
,
0
0
0

2
0
,
0
0
0

千
円

1
3
,
0
0
0

千
円

1
.
2
5

1
.
0
0

セ
ッ
ト

内
容

資
金

種
類

貸
付

予
定

額
頭

羽
数

 
 

 
 

 
 

令
和

 
7
年

 
9
月

 
3
0
日

1
2
月

 
2
0
日

令
和

 
7
年

令
和

 
1
8
年

1
,
0
8
7
千

円
1
,
0
8
3
千

円
1
.
0
0

承
認

番
号

市
町

村
支

所
組

合
員

番
号

氏
名

（
借

受
者

）
氏

名
（

カ
ナ

）

3-7-29

＜
承

認
申

請
書

＞
※
２
シ
ー
ト
目
ま
で
に
入
力
し
た
情
報
が
転
記
さ
れ
ま
す
。 枠
内

を
入
力

☆
余

白
に

入
力

し
て

ほ
し

い
こ

と
・

営
農

類
型

と
作

目
に

整
合

が
無

い
場

合
　

→
複

合
経

営
・

補
助

金
の

欄
が

１
の

場
合

　
→

補
助

事
業

名
，

補
助

金
額

，
自

己
資

金
の

額
等

承
認
申
請
書
E
x
c
e
l
様
式
（
３
シ
ー
ト
目
）



●
農
業
近
代
化
資
金
利
子
補
給
貸
付
実
行
報
告

貸
付

実
行

報
告

固
定

長
デ

ー
タ

①
融
資
基
本
情
報

01
農

業
近

代
化

資
金

2
地

域
振

興
局

・支
庁

承
認

01
鹿

児
島

地
域

振
興

局
農

政
普

及
課

00
02

30
5

鹿
児

島
み

らい
 （

本
店

）
制

度
資

金
融

資
機

関
承

認
区

分
地

方

3-7-30

＜
融

資
基

本
情

報
＞

白
の

セ
ル

に
コ

ー
ド

を
入

力
。

※
ピ

ン
ク

の
セ

ル
は

白
の

セ
ル

に
コ

ー
ド
を

入
力

す
る

と
自

動
で

表
示

さ
れ

ま
す
。

貸
付

実
行

報
告

書
E
x
ce
l
様

式
（

１
シ

ー
ト

目
）



●
農
業
近
代
化
資
金
利
子
補
給
貸
付
実
行
報
告

融
資

基
本

情
報

固
定

長
デ

ー
タ

②
貸
付
実
行
報
告

承
認

元
号

承
認

年
度

承
認

月
承

認
番

号
令

和
7

4
00

01
1

承
認

どお
り実

行
令

和
7

4
00

02
2

内
容

を
変

更
して

実
行

令
和

7
4

00
03

2
内

容
を

変
更

して
実

行
令

和
7

4
00

04
2

内
容

を
変

更
して

実
行

令
和

7
4

00
06

3
借

入
辞

退摘
要

支
所

市
町

村
組

合
員

番
号

氏
名

（
借

受
者

）
氏

名
（

カナ
）

施
設

資
金

使
途

事
業

費
(千

円
)

貸
付

実
行

額
(千

円
)

貸
付

実
行

元
号

貸
付

実
行

年
貸

付
実

行
月

貸
付

実
行

日

68
7

54
0

令
和

7
5

20

資
金

種
類

約
定

開
始

元
号

約
定

開
始

年
約

定
開

始
月

約
定

開
始

日
約

定
完

了
元

号
約

定
完

了
年

約
定

完
了

月
約

定
完

了
日

約
定

償
還

額
　第

1回
(千

円
) 78

3-7-31

＜
貸

付
実

行
報

告
＞

※
一

借
受

者
に

つ
き

，
横
１
行

で
入

力
し

て
く

だ
さ

い
。

※
承

認
元

号
～

摘
要

の
セ

ル
ま

で
は

，
必

ず
入

力
。

　
そ

れ
以

外
の

セ
ル

は
修

正
部

分
の

み
入

力
。

　
な

お
，

未
実

行
の

場
合
E
x
c
e
lの

入
力

は
不

要
。

（
手

修
正

の
報

告
書

に
て

該
当

案
件

を
＝

で
消

す
）

① ② ③ ④ ⑥

貸
付

実
行

報
告

書
E
x
ce
l
様

式
（

２
シ

ー
ト

目
）



約
定

償
還

額
　第

2回
以

降
(千

円
)

利
子

補
給

率
　県

(%
)

債
務

保
証

番
号

12
34

56
77

3-7-32



様
式

第
1
2
号

第
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
号

  
　

　
　

年
　

　
　

月
　

　
　

日

殿
融

資
機

関
名

鹿
児

島
県

知
事

1
3

4
6

1
3

代
表

者
　

さ
き

に
利

子
補

給
の

承
認

を
受

け
た

農
業

近
代

化
資

金
に

つ
い

て
下

記
の

と
お

り
貸

付
を

実
行

し
た

の
で

報
告

し
ま

す
。

枚
枚

順
千

円
千

円
順

千
円

千
円

1
6

1
8

2
2

2
3

2
5

3
2

4
9

5
7

6
4

7
1

7
7

8
0

2
2

2
3

2
6

2
8

3
0

3
3

4
0

4
7

5
3

8
0

（
注

）
　

承
認

書
の

と
お

り
実

行
の

場
合

は
摘

要
欄

に
１

，
金

額
等

を
変

更
し

て
実

行
し

た
場

合
は

摘
要

欄
に

２
，

借
入

辞
退

の
場

合
は

摘
要

欄
に

３
を

記
入

し
，

　
　

 こ
の

報
告

書
提

出
時

ま
で

に
未

実
行

の
場

合
は

，
承

認
月

か
ら

修
正

区
分

の
欄

ま
で

＝
線

で
消

す
こ

と
。

①
承

認
書

の
と

お
り

実
行

。

②
債

務
保

証
番

号
の

追
加

。

③
事

業
費

，
貸

付
金

額
を

変
更

し
て

実
行

。
事

業
費

が
3
0
%以

上
の

変
更

が
な

い
か

確
認

す
る

。
3
0
%以

上
の

変
更

が
あ

る
場

合
は

，
変

更
承

認
(要

領
 様

式
第

1
8号

)を
受

け
る

。
ま

た
，

実
行

報
告

書
の

枠
外

に
「
変

更
承

認
確

認
済

」
等

記
載

す
る

。
貸

付
額

の
変

更
が

あ
る

場
合

は
，

約
定

償
還

額
も

確
認

す
る

。

④
貸

付
実

行
日

の
変

更
貸

付
実

行
日

が
承

認
時

よ
り

，
６

か
月

を
超

え
て

遅
れ

て
い

る
場

合
は

延
期

届
(要

領
 様

式
第

1
7号

)を
受

け
る

。
ま

た
，

実
行

報
告

書
の

枠
外

に
「
延

期
届

確
認

済
」
等

記
載

す
る

。

⑤
未

実
行

⑥
借

入
辞

退

0
7

C
0

7
2

0
＊

0
6

2
0

C
1

3
0

6
1

3
0

1
3

0
4

5
9

1
0

ｶ
ｺ
ﾞ

フ
ア

－
ム

5
0

3
5

2
3

4
5

6
7

A

1

＊

6
8

7
5

4
0

7
8

7
7

1
3

0
1

3
0

2
0

C
1

3
0

6
A

ｶ
ｺ
ﾞ

フ
ア

－
ム

1

1
3

0
1

3
0

1
4

5
9

1
0

C
0

7
0

3
0

6
2

0

1

1
2

3
4

5
6

2

1
3

0
1

3
0

C
0

7
0

6
2

0
C

1

6
2

0

C
0

7
0

6
2

0
C

1
3

0
6

2
0

C
0

7
0

6
2

0

7
0

6
2

0
C

1
3

0
0

7
0

5
1

0

5

C
0

C

2 2 2 2

5
1

0

0
5

2
0

2 2

0
5

1
0

1
0

0
7

0
5

1
0

5
9

1
0

0
7

0
5

1
0

0
7

C CC

5
9

1
0

1
0

C
1

1
4

5
9

5
0

3
1

0
6

1
1

4

1
1

4

5
0

3
1

0
6

1
0

6
1

1

5
0

3
1

0
6

5
0

3
1

0
6

ｶ
ｺ
ﾞ

フ
ア

－
ム

1 1 1 1

ｶ
ｺ
ﾞ

フ
ア

－
ム

A
ｶ

ｺ
ﾞ

フ
ア

－
ム

A A

2
2

3
4

5
6

7

4
2

3
4

5
6

3
2

3
4

5
6

7 7

0
0
0
1

0
0
0
1

0
0
0
1

0 0 0

4 4 4
6

2
3

4
5

6
7

1

0
4

0
0
0
1

0
4

0
0
0
1

農
　

業
　

近
　

代
　

化
　

資
　

金
　

貸
　

付
　

実
　

行
　

報
　

告
　

書

制 度 資 金

承 認 区 分

地 　 　 方

融 資 機 関

承 認 年 度

市
町

村
長

承
認

組 合 員 番 号

氏
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 名

施      設

資 金 使 途

月
番

号

0
2

3
0

5
C

0
1

2
0

0

　 摘 　 　 要

修 正 区 分

支 　 　 所

事
　

業
　

費
貸

　
　

付
　

　
額

年
月

日

資 金 種 類

貸
付

実
行

日
修 正 区 分

約
定

償
還

開
始

約
定

償
還

完
了

約
定

償
還

額

年
月

日
年

第
２

回
以

降

0
1

0
4

0
0
0
1

1
2

県 利 子 補 給 率

債 務 保 証 番 号

3
4

5
6

7
A

月
日

第
１

回

ム
ｶ

ｺ
ﾞ

フ
ア

－
5

0
3

1
0

6
5

9
1

1
4

1
0

C
0

7
0

C
1

3
0

6
2

0
7

0
6

2
0

3
0

0
1

3

＊＊ ＊ ＊

1
3

0

2 2

3-7-33

＜
入

力
デ

ー
タ

参
考

＞
※

貸
付

実
行
報

告
に

つ
い

て
は

，
本

報
告

書
及
び

修
正

部
分

 
 
を

入
力

し
た

E
x
c
e
l
様

式
の

２
つ

を
提

出
お
願

い
し

ま
す

。
　

本
報

告
書
は

従
来

ど
お

り
手

修
正

を
お

願
い
し

ま
す

。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥



●
農
業
近
代
化
資
金
利
子
補
給
特
例
償
還
報
告

特
例

償
還

報
告

固
定

長
デ

ー
タ

①
融
資
基
本
情
報

01
農

業
近

代
化

資
金

00
02

30
5

鹿
児

島
み

らい
 （

本
店

）
制

度
資

金
融

資
機

関

3-7-34

＜
融

資
基

本
情

報
＞

白
の

セ
ル

に
コ

ー
ド

を
入

力
。

※
ピ

ン
ク

の
セ

ル
は

白
の

セ
ル

に
コ

ー
ド
を

入
力

す
る

と
自

動
で

表
示

さ
れ

ま
す

。

特
例

償
還

報
告

書
E
x
ce
l
様

式
（

１
シ

ー
ト

目
）



●
農
業
近
代
化
資
金
利
子
補
給
特
例
償
還
報
告

融
資

基
本

情
報

固
定

長
デ

ー
タ

②
特
例
償
還
報
告

第
1回

承
認

元
号

承
認

年
度

承
認

番
号

組
合

員
番

号
氏

名
（

借
受

者
）

元
号

年
月

日
令

和
7

00
01

12
34

56
7

鹿
児

島
　太

郎
令

和
7

12
10

令
和

7
00

02
23

45
67

8
株

式
会

社
　鹿

児
島

農
園

令
和

7
12

30

特
例

償
還

第
2回

第
3回

約
定

償
還

額
(千

円
)

元
号

年
月

日
約

定
償

還
額

(千
円

)
元

号
年

月
2,

00
0

10
,0

00

第
4回

日
約

定
償

還
額

(千
円

)
元

号
年

月
日

約
定

償
還

額
(千

円
)

3-7-35

＜
特

例
償

還
報

告
＞

※
一

借
受

者
に

つ
き

，
横
１
行

で
入

力
し

て
く

だ
さ

い
。

特
例
償
還
報
告
書
E
x
c
e
l
様
式
（
２
シ
ー
ト
目
）



○ 農 業 近 代 化 資 金 制 度 実 施 要 領 

                                                              昭和48年９月22日制定 

〔沿革〕昭和49年３月27日農経第1432号，７月８日農経第571号，50年２月27日農経1242号，９月29

日農経第515号，51年５月18日農経第203号，52年５月21日農経第202号，７月18日農経第439

号，10月26日農経第773号，53年５月15日農経第134号，６月23日農経第309号,９月13日農経

第614号，56年６月24日農経第330号，12月22日農経第898号，57年６月25日農経第334号，11

月９日農経第803号，58年６月20日農経第393号，６月21日農経第411号，59年７月６日農経第

372号，60年10月15日農経第570，61年７月２日農経第397号，62年３月30日農経第1071号,８

月７日農経第435号，10月１日農経第623号，63年10月28日農経第733号，平成元年３月３日農

経第1016号，10月４日農経第644号，２年６月22日農経第290号，11月１日農経第614号，３年

１月31日農経第830号，11月19日農経第857号，12月20日農経第858号，12月25日農経第770号,

４年４月16日農経第44号，４月30日農経第205号，12月２日農経第814号,５年４月１日農経第

１－１号，５月25日農経第162－1号，５月25日農経第162－2号，６月４日農経第190－1号,1

2月27日農経第849号，６年８月５日農経第355号，７年３月22日第農経896号，６月20日農経

第218号,８月９日農経第495号，11月10日農経第693号，７年12月21日農経第727号,８年５月1

0日農経第110号，９月２日農経第387号，10月３日農経第454号，９年２月20日農経第750号，

４月28日農経第69号，５月23日農経第144号，６月17日農経第219号，７月15日農経第318号，

８月27日農経第434号，10月８日農経第567号，11月11日農経第636号，11月26日農経第714号,

12月10日農経727号，10年２月26日農経第955号，５月25日農経第227号，７月２日農経第323

号,７月22日農経第390号，９月21日農経第553号，10月13日農経第628号，11月24日農経第71

6号,11年２月８日農経第910号，３月10日農経第990号，３月17日農経1012号，３月18日農経1

027号,５月10日農経第117号，６月７日農経第199号，６月24日農経第266号，７月14日農経第

321号,８月20日農経第424号，10月７日農経第537号，11月16日農経第650号，12月17日農経第

757号,12年２月７日農経第860号，２月25日農経第895号，２月29日農経第909号，３月27日農

経第985号,５月18日農経第130，６月２日農経第171号，６月14日農経第199号，６月26日農経

第226号,９月21日農経第395号，11月16日農経第505号，13年１月５日農経第609号，１月16

日農経第611号,２月８日農経第653号，３月５日農経第707号，３月27日農経第748号，４月2

7日農経第54号，６月６日農経第133号，６月22日農経第164号，７月25日農経第202号，８月2

2日農経第269号,８月30日農経290号，14年２月21日農経第56号，５月１日農経第83号，５月2

2日農経第137号,７月30日農経第248号（平成14年９月５日をもって廃止） 
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農 業 近 代 化 資 金 制 度 実 施 要 領 

                               平成14年９月５日制定 

〔沿革〕平成14年11月14日農経第409号，12月12日農経第460号，平成15年３月12日農経第589号，平成

15年４月15日農経第30号，平成15年５月８日農経第70号，平成15年６月27日農経第171号，平成15年８

月７日農経第228号，平成15年８月28日農経第262号，平成15年９月30日農経第302号， 平成15年10月2

9日農経第345号，平成15年11月28日農経第393号，平成15年12月26日農経第430号，平成16年２月４日

農経第485号，平成16年２月25日農経第529号，平成16年３月29日農経第602号，平成16年５月31日農経

第118号，平成16年８月10日農経第242号，平成16年10月４日農経第316号，平成16年11月８日農経第3

76号，平成16年11月29日農経第402号，平成16年12月27日農経第470号，平成17年３月９日農経第629

号，平成17年３月28日農経第678号，平成17年４月１日農経第61号，平成17年５月17日農経第73号，平

成17年６月21日農経第142号，平成17年８月22日農経第235号，平成17年９月29日農経第264号，平成1

7年10月25日農経第292号，平成18年２月１日農経第438号，平成18年２月28日農経第485号，平成18年

５月17日農経第69号平成18年５月24日農経第129号，平成18年８月10日農経第221号  平成18年８月16

日農経第258号，平成18年８月28日農経第245号，平成18年９月29日農経第299号，平成18年12月28日農

経第461号，平成19年２月１日農経第533号，平成19年４月１日農経第63号，平成19年６月27日農経第1

81号，平成19年７月27日農経第243号，平成19年８月27日農経第273号，平成19年９月28日農経第321

号，平成19年11月４日農経第402号，平成19年12月28日農経第495号，平成20年３月26日農経第647号，

平成20年５月１日農経第55号，平成20年５月29日農経第112号，平成20年６月25日農経第164号，平成2

0年７月28日農経第196号，平成20年８月25日農経第224号，平成20年８月25日農経第224号，平成20年1

0月１日農経第267号，平成20年10月29日農経第299号，平成20年12月25日農経第391号，平成21年２月

３日農経第428号，平成21年５月21日農経第67号，平成21年６月16日農経第111号，平成21年８月10日

農経第190号，平成21年９月29日農経第125号，平成21年12月14日農経第332号，平成22年１月５日農経

第355号，平成22年２月22日農経第438号，平成22年６月２日農経第114号，平成22年７月29日農経第2

04号，平成22年８月24日農経第320号，平成22年９月30日農経第373号，平成22年10月29日農経第410

号，平成22年11月29日農経第451号，平成23年１月４日農経第493号，平成23年２月23日農経第556号，

平成23年６月17日農経第113号，平成23年８月30日農経第217号，平成23年10月24日農経第275号，平成

23年12月22日農経第326号，平成24年１月30日農経第370号，平成24年４月20日農経第27号，平成24年

５月22日農経第71号，平成24年８月31日農経第209号，平成24年９月25日農経第229号，平成24年12月2

6日農経第354号，平成25年１月25日農経第383号，平成25年２月22日農経第409号平成25年３月26日農

経第469号，平成25年４月19日農経第32号，平成25年5月21日農経第75号，平成25年６月20日農経第12

7号，平成25年７月25日農経第174号，平成25年８月22日農経第213号，平成25年10月23日農経第296号，

平成26年２月21日農経第444号，平成26年３月20日農経第479号，平成26年４月23日農経第28号，平成2

6年７月23日農経第138号，平成26年11月21日農経第282号，平成27年１月23日農経第362号，平成27年

２月20日農経第385号，平成27年３月23日農経第421号，平成27年４月21日農経第22号，平成27年５月2

8日農経第57号，平成27年８月20日農経第167号，平成28年１月25日農経第384号，平成28年２月22日農

経第417号，平成28年３月22日農経第459号，平成28年４月21日農経第31号，平成28年９月21日農経第2

11号，平成28年10月21日農経第256号，平成28年11月25日農経第288号，平成28年12月20日農経第325

号，平成29年2月21日農経第410号，平成29年3月22日農経第446号，平成29年４月13日農経第238号，平

成30年６月18日農経第96号，平成30年８月21日農経第176号，平成30年12月19日農経第313号，平成31

年２月19日農経第378号，平成31年４月１日農経第48号，令和元年７月19日農経第148号，令和元年８

月19日農経第176号，令和元年９月20日農経第213号,令和元年10月21日農経第254号，令和元年11月18

日農経第278号，令和元年12月19日農経第319号，令和２年２月21日農経第374号，令和２年４月１日農

経第20号，令和２年４月21日農経第25号，令和２年７月21日農経第116号，令和２年12月21日農経第2

69号，令和３年２月22日農経第322号，令和３年３月25日農経第368号，令和３年４月14日農経第20号，

令和３年８月19日農経第138号，令和３年10月19日農経第175号，令和４年３月22日農経第291号，令和
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４年５月13日農経第24号，令和４年７月20日農経第97号，令和４年８月22日農経第123号，令和４年９

月21日農経第141号，令和４年10月21日農経第161号，令和４年11月21日農経第178号，令和４年12月2

0日農経第205号，令和５年１月20日農経第227号，令和５年２月21日農経第250号，令和５年３月22日

農経第263号，令和５年４月20日農経第５号，令和５年４月20日農経第24号，令和５年５月19日農経第

41号，令和５年６月20日農経第64号，令和５年８月22日農経第119号，令和５年９月20日農経第134号，

令和５年10月20日農経第144号，令和５年11月21日農経第163号，令和５年12月19日農経第198号，令和

６年１月19日農経第213号，令和６年２月21日農経第230号，令和６年３月27日農経第248号，令和６年

４月12日農経第14号，令和６年５月21日農経第40号，令和６年６月20日農経第75号，令和６年９月20

日農経第140号，令和６年10月22日農経第158号，令和６年11月19日農経第173号，令和６年12月19日農

経第190号，令和７年２月21日農経第220号，令和７年３月20日農経第242号，令和７年４月11日農経第

９号，令和７年４月21日農経第16号，令和７年５月20日農経第39号，令和７年６月19日農経第60号 
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鹿児島県における農業近代化資金制度の実施については，農業近代化資金融通法（昭和３６年法律第

２０２号。以下「法」という。），農業近代化資金融通法施行令（昭和３６年政令第３４８号。以下

「令」という。）及び農業経営改善関係資金基本要綱（平成１４年７月１日付け１４経営第１７０４

号農林水産事務次官依命通知）並びに鹿児島県農業近代化資金利子補給金交付要綱（昭和６３年３月

２８日付け農経第１０９７号。以下「要綱」という。）に定めるもののほかこの要領の定めるところ

による。 

 

第１ 制度運用の基本方針 

   本制度は，経営意欲と能力がある農業を営む者（単なる生産者ではない経営者）等に対し，農

業経営の展開を図るのに必要な資金であって農業協同組合系統融資機関をはじめとする民間融資

機関が貸し付ける資金について，利子補給を行う措置を講ずることにより，食料・農業・農村基

本法（平成１１年法律第１０６号）の目指す効率的かつ安定的な農業経営が農業生産の相当部分

を担う農業構造の確立に資することを目的とする。 

 

第２ 農業近代化資金の内容         

 １ 貸付対象者 

   農業近代化資金（以下「近代化資金」という。）の貸付対象者は，次に掲げる者（以下「農業

 者等」という。）とする。 

  (1) 農業（畜産業及び養蚕業を含む。）を営む者であって次に掲げる者（法第２条第１項第１号)

   ア 認定農業者等 

    (ｱ) 認定農業者 

      農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１２条第１項に規定する農業経

営改善計画（酪農及び肉用牛生産の振興に関する法律（昭和２９年法律第１８２号）第２

条の５に規定する経営改善計画又は果樹農業振興特別措置法（昭和３６年法律第１５号）

第３条第１項に規定する果樹園経営計画を含む。以下同じ。）の認定を受けた者（簿記記

帳を行っている者（簿記記帳を行うことが確実と見込まれる者を含む。）に限る。） 

 (ｲ) 前記（ア）の認定を受けた法人の構成員又は構成員になろうとする者（当該法人への出

資金等を借り入れる場合に限る。） 

   イ 認定新規就農者（農業経営基盤強化促進法第１４条の５第１項に規定する認定就農者をい

う。以下同じ。） 

   ウ 農業経営基盤強化促進法第19条第１項に規定する地域計画のうち目標地図（同条第３項の

地図をいう。）に位置付けられた者（認定農業者（同法第12条第１項に規定する農業経営改

善計画の認定を受けた者をいう。），認定新規就農者，農業の担い手に対する経営安定のた

めの交付金の交付に関する法律（平成18年法律第88号）第２条第４項第１号ハに定める組織，

市町村基本構想（農業経営基盤強化促進法第６条第１項に規定する基本構想をいう。）に示

す目標所得水準を達成している農業者及び市町村が認める者をいう。以下「目標地図に位置

付けられた者」という。） 

   エ 次に掲げる要件のすべてを満たす農業者（農業の生産工程の一部又は全部を請け負う事業

     を行う者（以下「農業サービス事業体」という。）であって，次の（ア），（イ）及び（エ）

    に掲げる要件を満たす者を含む。） 

    (ｱ) 農業所得が総所得の過半（法人にあっては，当該法人の農業に係る売上高が総売上高の

過半）を占めていること，又は農業粗収益が２００万円以上(法人にあっては１，０００万

円以上）であること。 

    (ｲ) 主として農業経営に従事すると認められる青壮年の家族農業従事者（法人にあっては，

常時従事者（農地法（昭和２７年法律第２２９号）第２条第３項第２号ホに規定する常時
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従事者をいう。）である構成員）がいること。 

    (ｳ) 個人の農業者であって，６０歳以上であるときは，その後継者が現に主として農業に従

事（農業大学校に就学している場合等を含む。）しており，かつ，将来においても主とし

て農業に従事すると見込まれること。 

    (ｴ) 簿記記帳を行っていること。（簿記記帳を行うことが確実と見込まれる場合を含む。） 

      オ 原則として５年以内に，アの（ア）となる計画を有する農業を営む法人（経営開始後決算

を２期終えていないものに限る。以下「農業参入法人」という。） 

      カ アからエまでの経営（家族農業経営に限る。）の経営主以外の農業者であって，家族経営

協定を締結しており，その中において以下の要件がすべて明確になっていることを満たす農業者 

         (ｱ) 経営のうちの一部の部門について主宰権があること。 

     (ｲ) その部門の経営の危険負担及び収益の処分権があること。 

   キ 次に掲げる農業者（以下「集落営農組織等」という。） 

    (ｱ)  農業者が主たる構成員となっている法人格を有しない農業を営む任意団体であって，次

の要件のすべてを満たすもの（以下「集落営農組織」という。） 

          ① 代表者，代表権の範囲その他次に定める事項について次に定める基準に従った規約を

有していること 

             ａ．事項 

                団体の目的 

          団体の意思決定の機関及びその決定の方法 

            構成員たる資格並びに構成員の加入及び脱退に関する事項 

            会費又は融資の対象となる施設の利用料の徴収が必要である場合にはその徴収

の方法 

           b. 基準 

              農業経営の近代化に資する旨をその目的に含んでいること。 

            代表者の選任の手続を明らかにしていること。 

            団体の意思決定に対する構成員の参加を不当に差別していないこと。 

            構成員たる資格並びに構成員の加入及び脱退に関する事項があらかじめ明らか

になっていること。 

            会費又は融資の対象となる施設の利用料の徴収が必要である場合には，その徴収

の方法が衡平を欠くものでないこと。 

          ② 一元的に経理を行っていること 

      ③ 原則として５年以内に農業生産法人に組織変更する旨の目標を有していること 

          ④ 農用地の利用の集積の目標を定めていること 

          ⑤ 主たる従事者が目標農業所得額を定めていること 

 ただし，水田作及び畑作に係る農業経営以外の場合には，法人に組織変更する旨の目標

を 有していることとし，農用地の利用の集積の目標を定めていることを要しないものとする。 

       (ｲ)  集落営農組織が法人化するときにその構成員になろうとする者（当該者が当該集落営農

組織の法人化に必要な出資金等を借り入れる場合に限る。） 

      ク 集落営農組織以外の法人格を有しない農業を営む任意団体のうち，アの（ア）及びイから

カまでの者が全構成員の過半を占めるものであって，キの（ア）の①に定める事項及び基準

に従った規約を有しているもの 

   (2) 農業協同組合（法第２条第１項第２号） 

    次に掲げる貸付要件をすべて満たす農業協同組合とする。 

   ア 法令違反や不祥事がないこと。 

   イ 国及び県の行政検査並びに会計監査人又は農業協同組合連合会（農業共同組合法等の一部
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を改正する等の法律（平成２７年法律第６３号）附則第１９条に規定する組織変更後の農業

協同組合連合会をいう。）による監査で重大な指摘を受けていないこと。 

   ウ 農業協同組合の改革を着実に実践し，担い手を中心とする組合員のメリットが拡大してい

ると認められること。 

   エ 営農指導事業及び農産物販売事業の充実に重点を置いていると認められること。（これら

の事業を行っていない農業協同組合については，この限りでない。） 

   オ 信用事業の自主ルールを尊重していること。（信用事業を行っていない農業協同組合につ

いては，この限りでない。） 

   カ 全体の収支又は信用事業及び共済事業以外の収支が赤字の場合は，施設・人員の整理等の

赤字解消に向けた努力を積極的に行っていること。 

   キ 組合員のニーズを的確に把握し，それを着実に実行できる役員体制が確立していると認め

られること。 

   (3) 農業協同組合連合会（法第２条第１項第３号） 

    前項に掲げる貸付要件をすべて満たす農業協同組合連合会とする。 

  (4) 農業者，農業協同組合，農業協同組合連合会又は地方公共団体が主たる構成員若しくは出資

者となっている団体又は基本財産の額の過半を拠出している法人で次に掲げるもの（法第２条

第１項第４号） 

      ア 農事組合法人（農業の経営を行うものを除く。） 

      イ 農業共済組合及び農業共済組合連合会 

   ウ 土地改良区及び土地改良区連合 

   エ たばこ耕作組合 

オ 農産物を原料又は材料として使用する製造又は加工の事業，農産物の貯蔵，運搬，販売そ

の他の流通に関する事業，農業生産に必要な資材の製造の事業，農作業の受託の事業その他

の農業の振興に資する事業（以下「農業振興事業」という。）を主たる事業として行う事業

協同組合（農業者，農業協同組合又は農業協同組合連合会がその組合の議決権の過半数を有

しているものに限る。），事業協同小組合（農業者がその組合の議決権の過半数を有してい

るものに限る。）及び協同組合連合会（農業協同組合又は農業協同組合連合会がその連合会

の議決権の過半数を有しているものに限る。）  

カ 農業の振興を目的とする一般社団法人又は一般財団法人であって，農業者，農業協同組合，

農業協同組合連合会又は地方公共団体が，一般社団法人にあっては総社員の議決権の過半数

を有し，一般財団法人にあっては基本財産の額の過半を拠出しているもの（以下「農業振興

一般社団法人等」という。） 

          なお，農業振興一般社団法人等のうち農業者，農業協同組合，農業協同組合連合会が，一

般社団法人にあっては総社員の議決権の過半数を有し，一般財団法人にあっては基本財産の

額の過半を拠出しているもの以外のものに対する貸付けは，令第２条の表の資金の種類の欄

に掲げる資金のうち，専ら農業者，農業協同組合又は農業協同組合連合会が利用し，かつ，

各種の農業施策の推進のために国又は地方公共団体が助成して行う事業又はこれと同種の

事業に必要なものに限る。 

   キ 農業振興事業を主たる事業として営む株式会社，持分会社（会社法（平成１７年法律第８

６号）第５７５条第１項に規定する持分会社をいう。以下同じ。）であって，農業者，農業

協同組合又は農業協同組合連合会が，株式会社にあっては総株主の議決権（地方公共団体が

有する議決権及び株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行

使することができない株式についての議決権を除き，会社法第８７９条第３項の規定により

議決権を有するものとみなされる株式についての議決権を含む。）の過半数を有しているも

の，持分会社にあっては，業務を執行する社員の過半を占めているもの。 
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   ク 法人でない団体であって，農業者がその主たる構成員となっており，かつ，代表者，代表

権の範囲その他次に掲げる事項について次に掲げる基準に従った規約を有しているもの

（(1)のキの（ア）及びクに該当するものを除く。） 

       (ｱ) 事項 

     ① 団体の目的 

          ② 団体の意思決定の機関及びその決定の方法 

          ③ 構成員たる資格並びに構成員の加入及び脱退に関する事項 

          ④ 会費又は融資の対象となる施設の利用料の徴収が必要である場合にはその徴収の方法 

       (ｲ) 基準 

     ① 農業経営の近代化に資する旨をその目的に含んでいること。 

     ② 代表者の選任の手続を明らかにしていること。 

     ③ 団体の意思決定に対する構成員の参加を不当に差別していないこと。 

     ④ 構成員たる資格並びに構成員の加入及び脱退に関する事項があらかじめ明らかになっ

ていること。 

          ⑤ 会費又は融資の対象となる施設の利用料の徴収が必要である場合には，その徴収の方

法が衡平を欠くものでないこと。 

 

  ２ 融資機関 

   近代化資金の融資機関は，次のとおりとする。 

   (1) 資金の貸付けの事業を行う農業協同組合（法第２条第２項第１号） 

  (2) 鹿児島県信用農業協同組合連合会（以下「信連」という。）（法第２条第２項第２号） 

  (3) 全国共済農業協同組合連合会鹿児島県本部（法第２条第２項第３号） 

  (4) 農林中央金庫福岡支店（法第２条第２項第４号） 

   (5) 銀行，株式会社商工組合中央金庫，信用金庫及び信用協同組合（法第２条第２項第５号） 

 

 ３ 資金使途 

   近代化資金の使途は，農業経営の近代化を図るのに必要な資金であって，別表第１の「資金の

種類」の欄に掲げるところによるが，具体的な取扱いについては，次のとおりとする。 

  (1) １の(１)に掲げる者（以下「個人施設」という。）に対する貸付け 

   ア 同表第１号に掲げる資金（建構築物等造成資金（以下「１号資金」という。）） 

     畜舎，果樹棚，農機具その他の農産物の生産，加工又は流通に必要な施設の改良，造成,

復旧又は取得に要する資金（農地（農地法（昭和２７年法律第２２９号）第４３条第１項の

規定により農作物の栽培を耕作に該当するものとみなして適用する同法第２条第１項に規

定する農地は含まない。以下同じ。）又は牧野の改良，造成，復旧又は取得に要するものを除く。） 

      イ 同表第２号に掲げる資金（果樹等植栽育成資金（以下「２号資金」という。）） 

     果樹その他の永年性植物の植栽又は育成に要する資金 

     なお，認定農業者等及び集落営農組織等以外の者に対する貸付けにあっては，果樹，オリ

ーブ，茶，多年生草本,桑又は花木の植栽又は育成に要する資金に限る。 

      ウ 同表第３号に掲げる資金（家畜購入育成資金（以下「３号資金」という。）） 

    乳牛その他の家畜の購入又は育成に要する資金 

   エ 同表第４号に掲げる資金（小土地改良資金（以下「４号資金」という。）） 

    事業費１，８００万円を超えない規模の農地又は牧野の改良，造成又は復旧に要する資金 

   オ 同表第５号に掲げる資金（長期運転資金（以下「５号資金」という。）） 

     農業経営の規模の拡大，生産方式の合理化，経営管理の合理化，農業従事の態様の改善そ

の他の農業経営の改善に伴い要する次の資金 
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     なお，（ウ）から（オ）まで及び（キ）に掲げるものについては，貸付対象者は認定農業

者等及び集落営農組織等に限り，（カ）に掲げるものについては，貸付対象者は認定農業者

等，農業サービス事業体及び集落営農組織等に限り，（ケ）に掲げるものについては，貸付

対象者は認定農業者等，目標地図に位置付けられた者，農業サービス事業体，農業参入法人

及び集落営農組織等に限る。  

       (ｱ) 農地又は採草放牧地（農地又は採草放牧地とする土地を含む。）について農産物の生産

の用に供するための賃借権その他の所有権以外の使用及び収益を目的とする権利を取得す

る場合において，権利金を支払い，又は当該権利の存続期間に対する対価の全額を一時に

支払うのに必要な資金 

       (ｲ) 農機具，運搬用機具その他の農業経営の改善を図るのに必要な施設について賃借権を取

得する場合において，当該賃借権の存続期間に対する借賃の全額を一時に支払うのに必要

な資金 

      なお，認定農業者及び集落営農組織以外の者に対する貸付けにあっては，農機具及び運

搬用機具に限る｡ 

       (ｳ) 能率的な農業の技術又は経営方法を習得するための研修を受けるのに必要な資金 

    (ｴ) 品種の転換を行うのに必要な資金 

    (ｵ) 農産物の需要を開拓するための新たな農産加工品等の調査及び開発並びに通信・情報処

理機材の取得に必要な資金                            

       (ｶ) 営業権，商標権その他の無形固定資産の取得又は研究開発費その他の繰延資産に計上し

得る費用に充てるのに必要な資金 

       (ｷ) 農業経営を法人化するため又は農業者が構成員として法人に参加するために必要な資金 

   （ｸ）農業経営収入保険の加入に必要な資金 

    (ｹ) (ｱ)から(ｸ)までに掲げるもののほか，農業経営の規模の拡大，生産方式の合理化，経営

管理の合理化，農業従事の態様の改善その他の農業経営の改善に伴い必要となる農薬費そ

の他の費用に充てるのに必要な資金 

   カ 同表第７号に掲げる資金（大臣特認資金（以下「７号資金」という。）） 

    (ｱ) 農村給排水施設資金 

           農村における給排水施設の改良，造成又は取得に要する資金 

この給排水施設とは，共同利用の水道施設又は下水道施設に接続する給排水施設，生活

雑排水等による農業用水の水質汚濁が農業生産に影響を及ぼしているか又はそのおそれが

あると知事が認めた地域内において設置する浄化槽及びこれらと一体的な排水管等の屋外

施設及びこれと同時一体的に整備される屋内施設（屋内排水管及びこれと直接接続するも

のに限る。）であって，個人施設に係るものとする。 

           なお，給排水施設に係る近代化資金の利子補給承認に当たっては，農業集落排水施設整

備事業等との整合性に配慮するものとする。 

    (ｲ) 特定の農家住宅資金 

            次の①又は②に掲げる要件に該当する場合に行う農業者が居住する住宅の改良，造成又

は取得に要する資金 

          ① 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第６条第１項の規定に

より指定された農業振興地域，過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和

３年法律第１９号）第２条の過疎地域又は山村振興法（昭和４０年法律第６４号）第７

条第１項の規定により指定された振興山村の地域内の農業者が次のいずれかの要件に該

当する場合 

              農業生産に伴って生ずる公害の防止のために移転するとき又は土地改良法（昭和２

４年法律第１９５号）に規定する事業の実施に伴い移転するとき。 
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              その意欲と能力からみて，今後食料・農業・農村基本法において育成することとさ

れている効率的かつ安定的な農業経営に発展し得る者として知事が認めた者が，新た

に主たる事業として農業経営を営むためにその住宅を改良，造成又は取得するとき。 

        自立経営を志向する農業後継者が婚姻のため又は特別の理由がある場合として知事

が特に必要と認めた場合に新たにその住宅を取得又は造成（独自の居室を作るための

改良を含む。）するとき。 

        自立経営を志向する者が特別の理由がある場合として知事が特に必要と認めた場合

にその住宅の改良（台所，食事場，浴室，洗面所，便所，し尿浄化装置及び自家用給

排水施設であって，知事が特に普及を図る必要があると認めるものの改良に限る。）

をするとき。 

     ② ①の対象地域内において認定新規就農者が，新たに主たる事業として農業経営を営む

ために行う場合             

       (ｳ) 内水面養殖施設資金 

           水田を利用した水産動物の養殖施設の改良，造成又は取得に要する資金 

           この水田を利用した水産動物の養殖施設とは，ふ化室，養魚池，餌料倉庫等内水面養殖

事業に必要な施設とする。養魚池の造成に必要な資金の貸付けに当たっては，当該養魚池

の面積のうち，水田から転換される部分が全体の面積のおおむね３分の２以上を占めてい

なければならないものとする。 

            なお，内水面養殖施設に係る近代化資金の利子補給承認に当たっては，あらかじめ水産

担当部局の意見を徴するものとする。 

  (2) １の(2)から(4)に掲げる者（以下「共同利用施設」という。）に対する貸付け 

   ア １号から４号資金及び７号資金の内水面養殖施設資金 

   イ 同表第６号に掲げる資金（農村環境整備資金（以下「６号資金」という。）） 

     診療施設その他の農村における環境の整備のために必要な施設であって，次に掲げるもの

の改良，造成又は取得に要する資金 

          診療施設，老人福祉施設，有料老人ホーム，農村情報処理・通信施設（農事放送施設及び

農業管理センターを含む。），水道施設，下水道施設，託児施設，研修施設，集会施設，ガ

ス供給施設，融雪・除雪用施設，農作業管理休養施設，農業者等健康増進施設，地域休養施

設，生活改善センター，生活安全保護施設，集落道，廃棄物処理施設又は地域交流施設 

 

 ４ 貸付限度額 

   (1) 近代化資金の貸付限度額は，別表第２のとおりとする。 

  (2) 貸付金額の最低限度は，個人の農業者の場合にあっては１０万円，農業を営む法人（農事組

合法人，株式会社，持分会社その他農業者が組織する法人）及び任意団体（以下「協業」とい

う。）並びに共同利用施設の場合にあっては１００万円又は構成員の数×１０万円のいずれか

低い額とし，貸付金の１万円未満の端数は切り捨てるものとする｡ 

 

 ５ 償還期限及び据置期間  

   近代化資金の償還期限（据置期間を含む。以下同じ。）及び据置期間は，別表第１に掲げる年

数の範囲内で，借入希望者の経営状況，融資対象施設の性質，規模，耐用年数等を総合的に勘案

し，適正な期間を設定するものとする。 

   ただし，別表第１に掲げる資金の種類のうち１号から５号資金及び７号資金を２種類以上同時

に貸し付ける場合（セット融資という。）におけるその貸付金に係る償還期間及び据置期間は，

同時に貸し付ける資金のうち最も長いものとすることができる。 
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 ６ 貸付利率 

  (1) 近代化資金の貸付利率は，平成１４年６月２１日農林水産省告示第１１８２号（法第２条第

３項第４号の規定に基づき，同号の農林水産大臣が定める利率を定める件）に基づき，別表第

１に規定する。 

  (2) 認定農業者等に係る貸付利率の特例 

   ア 同告示に規定する貸付利率を０％等まで引き下げるのに必要な額（ただし，貸付利率を２.
０％引き下げるのに必要な額を限度とする。）を農業者等に対して行う助成については，担

い手経営発展支援金融対策事業実施要綱（平成２８年１月２０日付け２７経営第２５９８号

農林水産事務次官依命通知），農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業実施要綱（平成

２４年４月６日付け２３経営第３５３６号農林水産事務次官依命通知。），東日本大震災復

旧・復興農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業実施要綱（平成２４年４月６日付け２

３経営第３５３６号農林水産事務次官依命通知）及び認定農業者等に対する経営支援緊急対

策利子助成金交付事業実施要綱（平成２０年１０月１６日付け２０経営第４０７９号農林水

産事務次官依命通知）に定めるところによる。 

   イ その他，貸付利率の特例については別途，農業近代化資金融通措置要綱（平成１４年７月

１日１４経営第１７４７号農林水産事務次官依命通知）に定めるところによる。 

  (3) 別表第１で，貸付利率の異なる資金をセット融資する場合並びに４号資金と他の資金とをセ

ット融資する場合には，融資機関において貸付利率の異なるごとに区分して管理すること。 

 

 ７ 融資率 

  (1) 近代化資金の融資率については，資金の適正かつ効率的な運用を図る見地から知事が特に必

要と認めた場合のほかは，当該資金に係る施設の改良，造成，復旧又は取得等に要する経費の

額の１００分の８０以内とする。 

    なお，事業実施の結果，その事業費の額が利子補給承認申請書の添付書類に記載された金額

を下回り，融資率が１００分の８０を超えることとなる場合において，必要止むを得ないと認

められるときは，１００分の９０以内とする。 

    この場合，農業近代化資金融資限度超過貸付承認申請書（様式第１９号）により知事の承認

を得るものとする。 

  (2) 認定農業者等に係る融資率の特例 

    認定農業者等が農業経営基盤強化促進法第１２条第１項に規定する農業経営改善計画に即し

て農業経営の展開を図るのに必要な近代化資金を借り入れる場合等の融資率は， にかかわら

ず，１００分の１００以内とする。 

   (3) 集落営農組織等に係る融資率の特例 

        集落営農組織等が農業経営の展開を図るのに必要な近代化資金を借り入れる場合（第２の３

の(１)のカの（ア）及び（イ）に掲げる資金を借り入れる場合を除く｡)の融資率は，(１)に

かかわらず，１００分の１００以内とする。 

         なお，この融資率の特例は，貸付額が，３，６００万円に達するまでに限り，適用するもの

とする。 

 

 ８ 償還方法及び償還期日 

   (1) 償還方法は，原則として元金均等年賦償還とし，千円未満の端数は償還第１年目に加算する｡ 

   (2) 元利金の償還期日は，毎年３月２０日，６月２０日，９月２０日，１２月２０日のいずれか

の１回とするが，借受者の便宜を図り生産物代金の受領期を選ぶことが望ましい。 

 

 ９ その他 
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   (1) 補助残融資について 

      国又は地方公共団体の補助金の交付決定を受けた事業について，補助残事業費部分について

は，近代化資金を融通することは差し支えない。 

    なお，国又は地方公共団体の補助金が交付された結果，近代化資金の融資率を上回ることと

なる場合においては，遅滞なく繰上償還をするものとする。 

   (2) 近代化資金と株式会社日本政策金融公庫資金との関係 

       同一融資対象につき近代化資金と株式会社日本政策金融公庫資金を併せて融資することはで

きないものとする。 

 

第３ 借入及び利子補給承認手続  

  １ 借入手続 

   借入希望者は実際に資金を必要とする時期より極力早い時期に借入申込手続を開始すること。 

  (1) 個人施設（個人・協業）の借入手続 

   ア 個人施設に係る近代化資金を借り入れる場合の借入申込手続 

    (ｱ) 個人施設に係る近代化資金（第２の３の（１）のカの（ア）及び（イ）に掲げる資金を

除く。）については，農業経営改善関係資金基本要綱第３の規定により，窓口機関に借入

申込希望書兼経営改善資金計画書（別紙１の(１)又は(２)）及びその他関係書類を添えて

提出する。 

       (ｲ) 第２の３の（１）のカの（ア）及び（イ）に掲げる資金については，農業経営改善関係

資金基本要綱第３の規定を準用し，窓口機関に，借入申込希望書兼経営改善資金計画書（別

紙１の(１)又は(２)）及びその他関係書類を添えて提出する。 

   イ 借入申込希望書の添付書類 

       (ｱ) 個人の農業者 

     ① 最近３か年の青色申告書，農協の組合勘定等 

     ② 作付体系，ローテーションのわかる資料 

     ③ その他必要とする書類（設計図，見積書等） 

    (ｲ) 農業を営む法人及び任意団体 

     ① 法人（団体）の概要調書（様式第２号） 

     ② 最近３か年の決算書（付属明細書を含む。）又はこれに準ずるもの 

     ③ 法人登記簿 

     ④ 定款・規約又はこれに準ずるもの 

     ⑤ 本事業を承認した総会及び理事会の議事録 

     ⑥ 作付体系，ローテーションのわかる資料 

     ⑦ その他必要とする書類（設計図，見積書等） 

  (2) 共同利用施設の借入手続 

    共同利用施設に係る近代化資金を借り入れる場合の借入申込手続については，農業経営改善

関係資金基本要綱第３の規定にかかわらず，次のとおりとする。  

      ア 借入希望者は，借入申込書（様式第１号）正副３部に関係書類を添えて融資機関に提出す

るものとする。 

   イ 借入申込書は，資金の種類ごとに作成するものとするが，貸付利率が同じである２種類以

上の資金を同時に借り入れる場合は，同一の借入申込書により申し込むことができる。  

      ウ 融資機関が鹿児島県農業信用基金協会（以下「基金協会」という。）の債務保証を条件と

して貸付ける場合には，別に基金協会の定める書類を添付するものとする。 

      エ 借入申込書の添付書類 

    (ｱ) 法人（団体）の概要調書（様式第２号） 
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       (ｲ) 共同利用計画書（様式第３号） 

       (ｳ) 経営改善計画書（様式第４号） 

    (ｴ) 最近３か年の決算書（付属明細書を含む。）又はこれに準ずるもの 

    (ｵ) 法人登記簿 

    (ｶ) 定款・規約又はこれに準ずるもの 

    (ｷ) 本事業を承認した総会及び理事会の議事録 

    (ｸ) 補助残融資については，事業計画，資金計画等の写し 

    (ｹ) 信連等融資の場合には，関係事業実施市町村の意見書（様式第７，８号） 

       (ｺ) 作付体系，ローテーションのわかる資料 

    (ｻ) その他必要とする書類（設計図，見積書等） 

  (3) その他必要に応じて添付する書類 

      ア ２号又は３号資金の育成に係る資金を借り受けようとする者は，「果樹等植栽育成資金に

係る育成計画書」（様式第５号）又は「家畜購入育成資金に係る育成計画書」（様式第６号）

を併せて添付するものとする。 

   イ 畜産経営等に対する融資については，環境保全の万全を期するため，別に定める市町村長

（市町村長が特に必要と認める場合は地域振興局・支庁農政普及課長又は曽於畑地かんがい

農業推進センター所長）の環境保全に関する意見書及びこの意見書の内容を遵守する旨の確

約書の写しを借入申込者より徴して，借入申込書に添付すること。 

また，借入希望者が，飼養衛生管理基準（家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）

第１２条の３に規定する飼養衛生管理基準をいう。以下同じ。）に定められた家畜のうち豚，

いのしし，鶏，あひる，うずら，きじ，だちょう，ほろほろ鳥及び七面鳥を飼養する事業を

営む者である場合は，都道府県から飼養衛生管理基準の遵守状況の確認書類の交付を受け，

この確認書類を経営改善計画書に併せて提出するものとする。 

ウ 事業内容の把握，確認のため，補助事業にあっては補助金交付決定（内定）通知書，事業

計画及び資金計画等の写し，預託事業にあっては事業方式等を明記してあるものの写し，共

同利用の場合にあっては利用料徴収等を記載した管理運営要領及び事業実施要領等の写し

を参考資料として添付すること｡ 

   エ 施設設置に必要な敷地の取得を伴う案件については，売買契約書及び農地転用許可書の写

し（農地転用して施設用地とする場合）を添付すること。 

   オ 農業機械を導入するにあたっては，農業機械を導入する者の農業経営及び土地条件等地域

の農業構造の実情を勘案しつつ，当該農業機械の導入に係る経営部門の経営規模及び経営全

体での労働力配分を含めた作業効率等から，生産性の向上と生産コストの低減を図ることに

よって，借入申込者の農業経営の改善に資するかどうか総合的に検討すること。 

 

 ２ 融資機関における処理 

   (1) 融資審査  

   ア 個人施設（個人・協業） 

          農業経営改善関係資金基本要綱第５に規定するところにより近代化資金を融資することと

なった融資機関は，利子補給承認申請書（様式第９号）に借入申込書（同要綱参考様式３又

は参考様式３を参考にして当該融資機関が定める様式）及びその他添付書類の写しを添えて

地域振興局長又は支庁長（以下「地域振興局長等」という。）に提出するものとする。 

     この場合において個人の農業者の借入申込額が１，８００万円を超えるもの（過去の借入

金残高を含む。）については，令第３条第２号の規定により知事特認に係る承認申請書（様

式第１４号）を添付し，借入申込額が１億円を超えるもの（過去の借入金残高を含む。）に

ついては，地域振興局長等に事前に協議するものとする。 
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      イ 共同利用施設 

     借入申込書を受理した融資機関は，内容審査のうえ，原則として市町村農業金融運営協議

会にはかり，融資対象者を選定のうえ，近代化資金の貸付けが適当であるか判断し，利子補

給承認申請書（様式第９号）に借入申込書及びその他添付書類の写しを添えて地域振興局長

等に提出するものとする。 

     なお，この場合において借入申込額が１億円を超えるもの（過去の借入金残高を含む。）

については，地域振興局長等に事前に協議するものとする。 

   (2) 利子補給承認申請書の提出時期 

   ア 融資機関の利子補給承認申請書の提出は，原則として毎月５日までとする。 

   イ 補助残融資の利子補給承認申請の場合，補助金交付内示後直ちに申請手続をとるものとする。 

 

 ３ 県の事務処理 

  (1) 利子補給承認申請書を受理した地域振興局長等は，利子補給承認の諾否を決定し，利子補給

承認書（様式第１０号）により融資機関に通知するものとする。 

    なお，基金協会への報告は農業経済課がまとめて通知する。 

  (2) 知事は，原則として，毎月５日までに利子補給承認申請書が提出されたものについて，原則

としてその月中に承認するものとする。 

 ただし，事業着手時期等のために必要やむを得ない場合において，臨時的に申請書が提出さ

れたものは，これによらず速やかに承認するものとする。 

   (3) 知事特認 

    地域振興局長等は，個人の農業者の借入申込額が１，８００万円（過去における借入金残高

を含む。）を超えるものについて，融資機関から知事特認に係る承認申請書（様式第１４号）

の提出があった場合は,その適否を決定し，知事特認承認書(様式第１５号）により融資機関に

通知するものとする。 

   (4) 事前協議 

    地域振興局長等は，借入申込額が１億円（過去における借入金残高を含む。）を超えるもの

については，個々に農業経済課に協議のうえ利子補給承認を行うものとする。 

 

第４ 利子補給承認後の事務処理 

 １ 事業実施時期 

     近代化資金融資事業の事業実施は，近代化資金利子補給承認後に行うものとする。 

        ただし，次に掲げる場合で，事前に事業実施を必要とするものについては，農業近代化資金

利子補給承認事前着工承認申請書（様式第１６号）により知事の承認を得るものとする。 

        なお，特別融資制度推進会議設置要綱（平成１３年９月１２日付け１３経営第２９３１号農

林水産事務次官依命通知）第３の３の(1)により委任を受けた融資機関（以下「受任融資機関

等」という。）が行うクイック融資（担い手が営農に伴い必要とする小口資金について，企業

経営診断手法（スコアリング手法）を活用して無担保・無保証人での融資の可否を判断する仕

組みをいう。以下同じ。）による貸付について，貸付決定前に農業近代化資金利子補給承認申

請を行った場合は，この限りでない。 

  (1) 補助残融資等に係るもので，補助金の決定の遅れ等のため，事業効果の減退をきたすおそれ

のある場合 

  (2) 災害により，緊急に事業実施しなければならない場合 

 

 ２ 貸付実行等の報告 

  (1) 融資機関は，原則として利子補給承認の日から１月以内に貸付実行するものとする。 
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    ただし，借受者が行う事業の内容，進ちょく状況等から判断して１月以内の貸付実行が適当

でないと認められる場合は，借受者の実際の資金所要時期に貸付実行するものとする。    

    なお，借受者は，資金所要時期が当初計画より遅延する場合（利子補給承認日から６月超）

は，農業近代化資金貸付実行延期届（様式第１７号）を融資機関に提出し，融資機関は借受者

の実際の資金所要時期に貸付実行するものとする。 

  (2) 融資機関は，貸付実行の日から１０日以内に農業近代化資金貸付実行報告書（様式第１２号）

を地域振興局長等に提出するものとする。 

  (3) 借入辞退に伴い，貸付実行を中止した場合，貸付実行報告書にその旨記載のうえ報告するも

のとする。 

 

 ３ 融資機関の資金管理等 

  (1) 貸付け 

    借受者ごとに別段口座を設け，貸付金は全額振替えることとするが，振替日と貸付実行は同

一日とする。なお，自己資金分については，貸付実行以前に受け入れておくものとする。 

  (2) 払出し 

    請負契約書（見積書）・納品書・請求書により，事業費，事業完了を確認し，口座振替によ

り支払うこととし，必ず領収書を徴収するものとする。なお，請負契約書等に前金払（出来高

払）の項目がある場合には，事業完了前でも貸付実行できるが，請求書提出後に行うものとす

る。 

  (3) 融資機関は，借受者に対し，事業完了後（支払い後）ただちに農業近代化資金事業完了報告

書（様式第１３号）を提出させ，事業確認(事業費，事業内容)を行うこと。なお，融資機関は,

必要に応じ現地調査を行うものとする。（畜舎等の建物については，必ず現地確認を行うこと。） 

  (4) 借受者が借入辞退又は事業を中止する場合，農業近代化資金借入辞退(事業中止)報告書（様

式第１３号）を提出させるものとする。 

  (5) 借受者が止むを得ない理由により事業費の３０％以上の変更を行う場合には，農業近代化資

金事業内容変更承認申請書（様式第１８号）により知事の承認を得るものとする。 

  (6) 償還状況の把握 

    融資機関は，農業近代化資金貸付元帳により貸付及び償還状況等を明確にしておくこと。 

 

第５ その他 

 １ 融資目標の設定 

      知事は特に必要と認める場合は融資目標額を設定し，地域振興局及び支庁ごとの融資目標額を

地域振興局長等に通知するものとする。 

  ２ クイック融資による貸付 

  (1) 受任融資機関等は，県の農業近代化資金利子補給が承認されない場合には，第２の６の貸付

利率が変更されることがあることについて，クイック融資による借入を希望する者に対し事前

に説明を行うものとする。 

  (2) 受任融資機関等は，クイック融資の貸付決定を行った場合，当該決定が行われた営業日中に

県に対し通知するものとする。 

 

 

   附   則 

１ この要領は，平成１４年９月５日から施行する。 

２ この要領の施行前に承認された農業近代化資金については，なお従前の例による。 
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様式第 ２号 法人(団体)の概要調書 ･･････････････････････････････････････3-7-56 

様式第 ３号 共同利用計画書 ････････････････････････････････････････････3-7-57,58 

様式第 ４号 経営改善計画書（共同利用施設）･･････････････････････････････3-7-59～62 

様式第 ５号 果樹等植栽育成資金に係る育成計画書 ････････････････････････3-7-63 

様式第 ６号 家畜購入育成資金に係る育成計画書 ･･････････････････････････3-7-64 

様式第 ７号 融資事業計画に関する意見書交付申請書 ･･････････････････････3-7-65 

様式第 ８号 融資事業計画に関する意見書 ････････････････････････････････3-7-66 

様式第 ９号 農業近代化資金利子補給承認申請書 ･･････････････････････････3-7-25 

様式第１２号    〃   貸付実行報告書(農協→県) ････････････････････3-7-33 

様式第１３号    〃   中止・完了・借入辞退報告書 ･･････････････････3-7-67 

様式第１４号 知事特認に係る承認申請書 ･･････････････････････････････････3-7-68 

様式第１５号 知事特認承認書 ････････････････････････････････････････････3-7-69 

様式第１６号 農業近代化資金利子補給承認前事業着工承認申請書 ････････････3-7-70 

様式第１７号    〃   貸付実行延期届 ･･････････････････････････････3-7-71 

様式第１８号    〃   事業内容変更承認申請書 ･･････････････････････3-7-72 

様式第１９号    〃   融資限度超過貸付承認申請書 ･･････････････････3-7-73
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別表第２（第２条関係） 

農 業 近 代 化 資 金 貸 付 限 度 額 

 

貸 付 対 象 者 

 

貸 付 限 度 額 

 

 １ 農業を営む者（個人施設） 

 

  (1) 個人の農業者 

 

  (2)  協 業  

  ｱ 農業を営む法人（農事組合法人，株式会社，持分会社，その他農業を 

   営む者が組織する法人）・農業を営む任意団体（集落営農組織を含む） 

 

    ｲ 農業を営む法人（農業参入法人） 

 

 (3) 個人の農業者であって知事がその者の農業経営の現在規模等を勘案し，

   特に必要と認めて承認したもの 

     ア 酪農経営にあっては常時飼養頭数                      １５頭以上 

    イ 肉用牛経営にあっては常時飼養頭数                    １５ 〃 

   ウ 養豚（肥育）経営にあっては常時飼養頭数            １２０  〃 

    エ 養豚（繁殖）経営にあっては常時飼養頭数              ４０ 〃 

     オ 養鶏（採卵）経営にあっては常時飼養頭数  成鶏 ３，０００羽以上 

     カ 養鶏（採肉）経営にあっては常時飼養頭数        ５，０００ 〃 

    キ 果樹園経営にあっては樹園地面積                        １ha以上 

    ク 施設園芸経営にあっては施設園芸の施設の実面積  １，０００㎡以上 

     ケ 茶園経営にあっては茶園面積                            ２ha以上 

   コ 養蚕業を営む者でその経営する桑園面積                  ２ha以上 

     サ その他の経営で知事が特に必要と認めたもの 

 

 

 ２ 共同利用施設 

     農業協同組合等（第２の１の(2)から(4)までに掲げる者） 

 

 

 

 

 

１，８００万円 

 

 

２ 億 円 

 

 

１億５，０００万円 

 

２ 億 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ５ 億 円 
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別表第３（第２条関係） 

対 象 施 設 の 細 目 

 

施 設 等 名 

 

細 目 

 

 建構築物等造成資金 

 農 舎 

 畜 舎 

 蚕 室 

 農 産 物 乾 燥 施 設 

 た い 肥 舎 

 サ イ ロ 

 た い 肥 盤 

 農 産 物 育 成 管 理 用 施 設 

 

 農 業 用 貯 溜 槽 

 果 樹 棚 

 牧 さ く 

 農 業 用 索 道 

 排 水 施 設 

 か ん 水 施 設 

 農 産 物 集 出 荷 施 設 

 

 農 産 物 処 理 加 工 施 設 

 

 農 産 物 貯 蔵 施 設 

 農 産 物 販 売 施 設 

 農 業 生 産 資 材 貯 蔵 施 設 

 農 業 生 産 資 材 製 造 施 設 

 農 機 具 保 管 修 理 施 設 

 病 害 虫 等 防 除 施 設 

 ふ 卵 育 す う 施 設 

 き の こ 栽 培 施 設 

 家 畜 人 工 受 精 施 設 

 家 畜 市 場 施 設 

 家 畜 診 療 施 設 

 農業生産等公害防止施設 

 

 

 

 農舎，作業場等 

 牛舎，馬舎，鶏舎，豚舎等 

 蚕室，稚蚕飼育所，貯桑室等 

 葉たばこ乾燥室，しいたけ乾燥室及び附帯施設等 

 

 

 

 農業用温室，ビニールハウス，育苗施設，防霜ファン，れき耕栽 

 培施設等 

 貯水槽，肥料だめ，尿だめ等 

 

 牧さく，電気牧さく 

 

 

 かんがい配管，かん水用配管，散水用配管，農業用井戸等 

 荷受施設，洗浄，選別，包装等の処理施設，計画的出荷のための 

 貯蔵，荷さばき等 

 集乳施設，集乳処理施設，冷凍施設，食品加工施設 

 洗卵選別施設，選果施設，選茶施設，集荷施設，澱粉製造施設等 

 農業倉庫，農産物貯蔵庫等 

 

 肥料倉庫，飼料倉庫等 

 

 農機具用倉庫，農機具修理施設等 

 薬剤散布用配管，薬剤調整施設等 

 ふ卵施設，育すう施設等 

 しいたけ栽培施設，マッシュルーム栽培施設等 

 

 

 

 家畜ふん尿処理施設，澱粉汚水処理施設等 
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施 設 等 名 

 

細 目 

 

 観 光 農 業 施 設 

 

 未 利 用 資 源 活 用 施 設 

 農 業 労 働 力 確 保 施 設 

 原 動 機 

 農 用 地 改 良 造 成 用 機 具 

 揚 排 水 用 機 具 

 耕 う ん 整 地 用 機 具 

 農 作 物 育 成 管 理 用 機 具 

 肥 料 調 整 散 布 用 機 具 

 病 害 虫 等 防 除 用 機 具 

 

 収 穫 調 整 用 機 具 

 

 農 産 物 処 理 加 工 用 機 具 

 畜 産 用 機 具 

 

 養 蚕 用 機 具 

 運 搬 用 機 具 

 生 産 ・ 経 営 管 理 情 報 

 処 理 用 機 具 

 

 観光農業管理施設，農産物直売施設，観光樹木，こん虫養殖施設， 

 駐車場，便所，総合案内所，休養施設，観光農業センター 

 

 

 電動機，ジーゼルエンジン等 

 トレンチャー，ストンピッカー等 

 ポンプ，簡易揚水機等 

 農用トラクター，耕うん機，砕土機，鎮圧機，均平機，作条機等 

 は種機，電熱育苗機，スプリンクラー，培土機，水田水耕機等 

 液肥散布機，粒状肥料散布機，肥料調整機，石炭散布機等 

 噴霧器，くん蒸用ダブレットダスター，散粉機，ミスト機，土壌 

 消毒機等 

 稲麦刈取機，バインダー，脱穀機，スレッシャー，選果機，乾燥 

 機，精米麦用機，もみすり機，摘機等 

 製茶用機具，わら加工用機具，澱粉加工用機具等 

 草刈機，飼料調整器具，搾乳機，乳かん，家畜衛生器具，ふ卵機， 

 洗卵選別機，育すう機，鶏ふん乾燥機，養鶏用ゲージ等 

 回転まぶし，選繭機，毛羽取機，桑樹抜根機，飼育調整機等 

 トラック，オート三輪，トレーラー等 

 農業生産管理又は農業経営管理用コンピューター等 

 

 

 農村環境整備資金 

 農 村 環 境 整 備 施 設 

 

 

 

 

 

 

 

 診療施設，老人福祉施設，有料老人ホーム，農村情報処理・通信施 

設（農事放送施設及び農業管理センターを含む。）水道施設，下水 

道施設，託児施設，研修施設，集会施設，ガス供給施設，融雪・除 

雪施設，農作業管理休養施設，農業者等健康増進施設，地域休養施 

設，生活改善センター，生活安全保護施設，集落道，廃棄物処理施 

設，地域交流施設，集落道，廃棄物処理施設等 

大臣特認資金 

 農 村 給 排 水 施 設 

 農 家 住 宅 

 内 水 面 養 殖 施 設 

 

 

 

 ふ化施設，養魚池，餌料倉庫等 
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様式第１号（共同利用施設の場合）

農 業 近 代 化 資 金 借 入 申 込 書
年 月 日

( 融 資 機 関 ） 御中

住 所

名 称

代表者名

下記のとおり農業近代化資金を借り入れたいので，申し込みます。

借入申込金額 万円 最終償還期限 年 月 日

借入金の使途 償 還 期 間 開始 年 月 日

完了 年 月 日

元 金 の 償 還

借り受けようと 方 法 ・ 時 期 毎年 月 日

す る 時 期 年 月 日 利 息 の 支 払

保証又は担保 保証人・債務保証・担保 方 法 ・ 時 期 毎年 月 日

事 業 ・ 資 金 ・ 償 還 計 画

事 業 内 容 事業種類 規 模 事 業 費

千円

資 金 計 画 所要資金 資 金 調 達 の 内 訳 （千円）

（千円） 農業近代化資金 その他借入金 補 助 金 自 己 資 金

借入先（ ) 交付先（ )

償 還 計 画 別紙のとおり

特 記 事 項

団 体 の 概 要

団 体 の 名 称 設立の根拠法

主たる事業所の 構 成 員 数

所 在 地

事

業

概

要

設立時期

役 役 職 名 氏 名 住 所 備 考

員

又

は

代

表

者

名

資 産 の 概 要

参 考 事 項

（添付資料）
(1) 農協，農協連を除くものについては，法人（団体）の概要調書（様式第２号）
(2) 共同利用計画書（様式第３号）及び経営改善計画書（様式第４号）
(3) 最近３ヶ年の決算書（付属明細書含む。）又はこれに準ずるもの。
(4) 法人の場合は，法人登記簿。
(5) 定款，規約又はこれに準ずるもの。
(6) その他事業ごとに必要とする書面（例えば，農業倉庫においては，販売事業及び倉庫事業の年間収支の実績及び収支予想，設計

書，建築許可書など。）
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様式第２号

法 人 （ 団 体 ） の 概 要 調 書

１ 法人（団体）経営参加農家の経営概要 （単位：ａ，㎡，頭羽，千円）

農家氏名

経営概要 合 計

年 齢

農 業 従 事 日 数

専 兼 業 別

農 業 従 事 者 数

主要作物名（面積）

水 田

農 普通畑

経 営 規 模 地 樹園地

合計

採草放牧地

施 設 面 積

家 畜

農 業 粗 収 益

農 家 所 得 農 外 所 得

農 業 所 得

計

借入金残高 制 度 資 金

農 協 資 金

そ の 他

計

備 考

(農協組合員資格の有無等)

２ 組織及び運営方法

項 目 内 容

土 地 関 係

（共有借用の別）

資 金 調 達 現 金 出 資 額

現 物 出 資 額

借入金（種別）

規 模

労 働 組 織

（経営管理作業分担）

労 働 評 価

特に取り決 現 物 評 価

めを必要と

するもの 減価償却の方法

並びに償却費

収 益 配 分 方 法

（注）(1) 資金調達の欄はそれぞれの総額を記入する。
(2) 規模は農機具，家畜等の総体の規模内容を記入する。
(3) 労働評価の欄は労賃，給料等の単価を記入する。
(4) 現物評価は組合員などへの仕向の場合等の評価単位を記入する。
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様式第３号

共 同 利 用 計 画 書

１ 本事業の必要性

２ 事業の効果

３ 本事業実施後の運営計画

４ 事業計画

(1) 計画明細

区分 所在地 名称又は 利用の 員数 購入又は契 単価 所 要 金 額 う ち 必 要 備考

種 類 区 分 (㎡) 約(予約)先 購入費 附帯(整地)費 計 現金支出額

土 地

小計

施設・

機械等

小計

合 計

（注）① 「名称又は種類」の欄には「土地」にあっては現況を記入すること。

② 「利用の区分」欄には「土地」にあっては購入地，借地，所有地の別を「施設・機械等」にあっては新設，

取得，復旧，補修の別を記入すること。

③ 施設等の取得，補修の場合は，建築（製作）年月日及び今後の耐用年数を備考欄に記入すること。

④ 事業費見積書並びに設計書（平面，立面－前面，側面図）を添付すること。

(2) 事業進捗予定

時期別 着工予定時期 竣工予定時期 操業開始予定時期 備 考

工事区分 年 月 年 月 年 月

(3) 資金調達計画 （千円）

事 業 名 事業量 単 価 事業費 資 金 調 達 年 度

現年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度

計

農業近代化資金

資 金 その他資金（ ）

計 画 補 助 事 業（ ）

自己資金

１／２
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(4) 地区内原料生産物及び本組合の対象生産物生産販売状況（過去３ヶ年の実績及び今後２ヶ年の計画） （千円）

項 目 地 区 内 う ち 本 組 合 取 扱 高

耕作面積 生産量 農産物（ ） 加工品（ ）

年次別 (a) 生産量 販売額 生産量 販売額 原料使用量 販売量 販売額

年

年

年

現年度（計画）

年（計画）

（注）① 生産量・原料使用量の単位を明示すること。

② この表でいう地区とは，主原料の集荷を行う地域，農家向製品にあってはその販売地域をいう。

(5) 地区内及び周辺で競合する既存施設の現況

施設名称 所在地 経営者 規模 施設能力 最近年間の実績 備 考

（注）組合に同種施設が現存する場合もこの表に記入すること。

(6) 借入一覧表 （千円）

借 入 条 件 年間償還金 償還財源

借入先 資金名 金利 償還 据置 債権保全 事業 増資 賦課金

借入額 償還方法 ％ 期限 期間 措置状況 元金 利子 利益

既往借入金

今回借入

新規借入予定

合 計

（注）当該申請事業に関連のある借入金を記入すること。

（参考）本事業に増資計画が伴う場合記入 （千円）

年 次 新規増資額 達成後の出資金

（年月） 本事業に対 その他増資 計 出資金 １ 組 合 員 増資達成方法

する増資 当たり平均

計

（注）① 「本事業に対する増資」欄は，本借入金償還財源又は計画実行による固定資産の増加に伴う増資

計画を記入すること。

② 「増資達成方法」欄は，実際増資を行う時期，増資の財源，方法等につき具体的に記入すること。

２／２
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様式第４号

経 営 改 善 計 画 書（共同利用施設）

作成年月日 年 月 日

経 営 改 善 計 画 書 作 成 指 導 者 法人(団体)名

所 属 氏 名 申 請 者 代 表 者 名

取 扱 金 融 機 関 名 農協 支所

① 現 況 従 事 者 数

営 区 分 参加農家数 参 加 法人設立年月日

農 目 標 参加農家 農家以外

類 現 況 戸 人 人

型 目 標

区 分 現況( 年) 目標( 年) 区 分 現 況 目 標

② 土 田 ａ ａ 乳 牛 成 牛

地 普通畑 （頭） 育成牛

経 果樹園 家 肉用牛 繁殖牛

う 茶 園 （頭） 肥育牛

ち 採草地 豚 繁殖豚

営 小 その他農用地 （頭） 肥育豚

作 畜 鶏 採卵鶏

地 山林 （羽） ﾌﾞﾛｲﾗｰ

規 その他（ ）

区 分 現 況 目 標 区 分 現 況 目 標

建 ㎡ ㎡ 農

模 物 機

施 具

設 等

③ 現 況（ 年） 目 標（ 年）

生 作 目 名 生 産 生産量 単 価 販売額 生 産 生産量 単 価 販 売 額

産 規 模 (販売量) (円) (千円) 規 模 (販売量) (円) (千円)

と

販

売

計

注 (1) 作目名欄においては品目ごとに記載する。

(2) 目標はおおむね５年後とする。

１／４
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④
　

農
業

経
済

の
内
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現
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度
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４
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６
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）

農
　

業
農

産
物

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

粗
収

益
畜

産
物

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

計
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

農
　

業
農

産
物

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

原
　

価
畜

産
物

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

計
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

売
上

総
利

益
 
③

＝
①

－
②

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

販
売

費
・

一
般

管
理

費
 
④

営
業

利
益

　
 
⑤

＝
③

－
④

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

営
業

外
損

益
 
⑥

特
別

損
益

 
 
 
⑦

　
　

　
計

 
　

⑧
＝

⑤
＋

⑥
＋

⑦
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

租
税

公
課

 
 
 
⑨

当
期

利
益

 
　

⑩
＝

⑧
－

⑨
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

前
期

繰
越

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

当
期

利
益

 
　

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

減
価

償
却

費
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

増
資

借
入

金

補
助

金

計
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

前
期

利
益

役
員

賞
与

処
分

配
　

　
当
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業

費

借
入

金
償

還
0
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0
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0
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0
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0
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計
0
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0
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0
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0
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0
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注
　

現
況

は
，

直
近

の
実

績
を

記
入

す
る

こ
と

。

区
　

　
　

　
　

　
分

調 　 　 　 達 運 　 　 　 用

資 　 金 　 運 　 用 　 計 　 画

差
引

次
期

繰
越

計 計

収 　 支 　 の 　 実 　 績 　 と 　 計 　 画

売
上

高
 
　

①

売
上

原
価

 
②

農
外

収
入

農
外

原
価
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④－１　売上高の内訳

　(1)　農産物に係る計画

現　　況 現年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度 第６年度 第７年度 第８年度 第９年度 第10年度

品目 作付面積　(a)

10a当たり収量

総収量（kg）

販売量（kg）

kg当たり単価

販売収入（千円）

品目 作付面積　(a)

10a当たり収量

総収量（kg）

販売量（kg）

kg当たり単価

販売収入（千円）

品目 作付面積　(a)

10a当たり収量

総収量（kg）

販売量（kg）

kg当たり単価

販売収入（千円）

品目 作付面積　(a)

10a当たり収量

総収量（kg）

販売量（kg）

kg当たり単価

販売収入（千円）

（品名）

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（添付資料）　作付体系のわかる表。

  (2)　畜産物に係る計画

現　　況 現年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度 第６年度 第７年度 第８年度 第９年度 第10年度

畜種 生産（導入）頭羽kg数

販売（出荷）頭羽kg数

平均販売単価

販売収入（千円）

畜種 生産（導入）頭羽kg数

販売（出荷）頭羽kg数

平均販売単価

販売収入（千円）

畜種 生産（導入）頭羽kg数

販売（出荷）頭羽kg数

平均販売単価

販売収入（千円）

畜種 生産（導入）頭羽kg数

販売（出荷）頭羽kg数

平均販売単価

販売収入（千円）

（品名）

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（添付資料）　生産状況のわかるローテーション表。

その他収入（千円）

畜産物販売収入（千円）

その他収入（千円）

農産物販売収入（千円）

常時
飼養
頭羽
数

項　　　　目

項　　　　目

奨励金・共済金等

副
産
物

奨励金・共済金等

副
産
物
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①
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様式第５号

営農類型（　　　　　　　）

住　　所 　 氏　　名

現　況 未成園 ａ 成樹園 ａ 計 ａ

年 ａ

千円 年

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

（年） （ａ） （ａ） （ａ） （ａ） （ａ） （ａ） （ａ） （ａ）

（注）１　育成事業費は，育成対象面積の各年の計に育成費を乗じて得た額を記入し，各年度の育成事業費並びに

　　　　近代化資金借入予定額は，当該年度の借入申込書の事業費並びに近代化資金の借入金額と一致すること。

　　　　　なお，育成費の設定に当たっては，申請者の経営状況，市場の動向，地域の実情及び鹿児島県農業経営

　　　　管理指標等を勘案して設定すること。

　　　２　事業変更の場合は，記入欄を２段に分け，当初計画を上段に，変更計画を下段に記入すること。

　　　３　事業費は千円単位，借入予定額は万円単位とする。

育 成 事 業 費

育成費の額
(10ａ当たり年間)

植栽
面積

育成期間

う ち 近 代 化 資 金 借 入 予 定 額

果樹等
の種類

植栽の
時　期

現在の
樹齢

果 樹 等 植 栽 育 成 資 金 に 係 る 育 成 計 画 書

目　標　年　次経営の概要 目標樹園地面積

育 成 対 象 面 積

計
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様式第６号

営農類型 （　　　　　　　）

　 氏　　名

現　況 育　成 頭 成　畜 頭 　計 頭

目標年次
（　年）

育　成 頭 成　畜 頭 　計 頭

　年度 　年度 　年度 　年度 年度

月 月 頭 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

計

計

年　度
別

育成事業費

近代化資
金

借入予定
（注）１　２種類以上の種類，品種又は性の家畜を対象とする場合は，家畜の種類（群）番号の欄にそれぞれの区分ごとに記入すること。

２　育成費は，申請者の経営状況，市場の動向，地域の実情及び鹿児島県農業経営管理指導指標等を勘案して設定し，育成事業費

　は単年度ごとの内訳を記入する。

３　事業計画の育成事業費欄は，単年度ごとの必要事業費の合計額を記入する。

４　事業変更の場合は，記入欄を２段に分け，当初計画を上段，変更計画を下段に記入すること。

５　事業費は千円単位，借入予定額は万単位とする。

家 畜 購 入 育 成 資 金 に 係 る 育 成 計 画 書

住　　所

家畜飼養の概要

今後の必
要育成期

間

育成費
(１頭あたり
育成全期

間）

事業費
左の年度別内訳

年度

千円

千円

千円

千円

頭数

現
在
育
成
中
の
も
の

今
後
新
た
に
導
入
し
て
育
成
す
る
も
の

合　　　計

年度事
業
計
画

着手月齢
家畜の種類

（群）番号

年度

千円

千円

年度

千円

千円

年度

千円

千円
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様 式 第 ７ 号

融 資 事 業 計 画 に 関 す る 意 見 書 交 付 申 請 書

年 月 日

○ ○ 市 町 村 長 殿

借 入 申 込 者

( 農 協 等 )

所 在 地

下 記 内 容 の 農 業 近 代 化 資 金 借 入 申 込 を 行 い た い の で ， 融 資 事 業 計 画 に 関 す る 意 見 書

を 交 付 し て く だ さ る よ う 申 請 し ま す 。

記

１ 施 設 等 の 設 置 場 所

２ 融 資 機 関 名

３ 資 金 借 入 予 定 時 期

４ 関 係 書 類

(1) 事 業 計 画 書

(2) そ の 他 市 町 村 長 が 必 要 と 認 め た 書 類

3-7-65



様 式 第 ８ 号

融 資 事 業 計 画 に 関 す る 意 見 書

年 月 日

申 請 者 様

○ ○ 市 町 村 長

月 日 付 け で 申 請 の あ っ た こ と に つ い て は 下 記 の と お り で す 。

記

１ 市 町 村 農 業 振 興 方 策 へ の 適 否

２ 投 資 効 果 ， 事 業 計 画 の 適 否

３ 借 入 希 望 資 金 の 適 否

４ 法 令 に 基 づ く 許 可 ・ 届 出 等 の 状 況

５ そ の 他

６ 総 合 意 見
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様式第１３号

中 止

農 業 近 代 化 資 金 完 了 報 告 書

借 入 辞 退

中 止

農業近代化資金にかかる事業を 完 了 したので下記のとおり報告します。

借入辞退

年 月 日

（融資機関名・代表者名） 様

借受者住所

氏 名

記

借 受 年 月 日 年 月 日

事 業 名

総 事 業 費 円

借 受 金 額 円 （融資率 ％）

事 業 着 手 年 月 日 年 月 日

事 業 完 了 年 月 日 年 月 日

使 途 金 額 支 払 日 支 払 先

計
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様 式 第 １ ４ 号

第 号

年 月 日

鹿 児 島 県 知 事 殿

融 資 機 関 名

代 表 者 氏 名

知 事 特 認 に 係 る 承 認 申 請 書

農 業 近 代 化 資 金 融 通 法 施 行 令 第 ３ 条 第 ２ 号 の 規 定 に よ る １ 農 業 者 等 に 対 す る 貸 付 金

の 合 計 額 に つ い て 下 記 の と お り 承 認 く だ さ る よ う 申 請 し ま す 。

記

１ 貸 付 の 相 手 方

住 所

氏 名

２ 承 認 を 受 け よ う と す る 貸 付 金 の 額

既 貸 付 金 の 残 高 円

承 認 を 受 け 貸 付 末 実 行 の 額 円

今 回 申 請 の 貸 付 予 定 額 円

合 計 円

３ 今 回 申 請 に 伴 う 事 業 円

（ 内 訳 ） 農 業 近 代 化 資 金 円

補 助 金 円

自 己 資 金 円

そ の 他 円

４ 貸 付 対 象 施 設

５ 着 工 予 定 日

６ 事 業 内 容 及 び 効 果

７ 添 付 資 料

(1) 経 営 改 善 資 金 計 画 書 （ 農 業 経 営 改 善 関 係 資 金 基 本 要 綱 別 紙 ２ ）

(2) 貸 付 金 の 償 還 計 画 （ 既 貸 付 金 を 含 む 。 ）

(3) そ の 他
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様 式 第 １ ５ 号

知 事 特 認 承 認 書

第 号

融 資 機 関 名

代 表 者 氏 名

年 月 日 付 け 第 号 で 申 請 の あ っ た

に 対 す る 貸 付 金 の 合 計 額 の 限 度 に つ い て は ， 農 業 近 代 化 資 金 融 通 法 施 行 令 第 ３ 条 第 ２

号 の 規 定 に 基 づ き ， 申 請 の と お り 承 認 す る 。

年 月 日

鹿 児 島 県 知 事 印
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様式第１６号

農業近代化資金利子補給承認前事業着工承認申請書

年 月 日

鹿児島県知事 殿

住 所

氏 名

年 月 日借入申込みに係る農業近代化資金について，利子補給承認前に着工したい

ので，申請します。

なお，利子補給の対象とならない場合，自己資金等により対応しますので申し添えます。

記

事 業 の 内 容

借 入 申 込 額 千円 事 業 費 千円

着 工 予 定 年 月 日 年 月 日

承認前に着工する理由

融 資 機 関 の 意 見

年 月 日 融資機関名

代 表 者 名

上記のとおり承認する。

年 月 日

鹿児島県知事 印

（注）１ 件数が多い場合は別紙として差し支えない。

２ 必ず正副２部地域振興局長等に提出すること。
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様 式 第 １ ７ 号

農 業 近 代 化 資 金 貸 付 実 行 延 期 届

農 業 近 代 化 資 金 に か か る 事 業 を 下 記 の と お り 延 期 し た い の で ， 貸 付 実 行 を 延 期 し て

く だ さ い 。

年 月 日

融 資 機 関 長 様

借 受 者 住 所

氏 名

記

貸 付 決 定 年 月 日 年 月 日

事 業 名

総 事 業 費 円

借 受 金 額 円 (融 資 率 ％ )

当 初 事 業 着 手 年 月 日 年 月 日

当 初 事 業 完 了 年 月 日 年 月 日

変 更 事 業 着 手 年 月 日 年 月 日

変 更 事 業 完 了 年 月 日 年 月 日

事 業 延 期 の 理 由

摘 要
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様式第１８号

農業近代化資金事業内容変更承認申請書

下記のとおり事業内容を変更したいので，承認してくださるよう申請します。

年 月 日

鹿児島県知事 殿

融資機関名

代 表 者 名

記

申 請 者
承認番号 承認年月日 変更前事業費 変更後事業費 貸付予定額

（ 借 受 者 名 ）

変更の内容・理由

上記のとおり承認する。

年 月 日

鹿児島県知事 印

（注）必ず正副２部地域振興局長等に提出すること。
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様式第１９号

農業近代化資金融資限度超過貸付承認申請書

第 号

年 月 日

鹿児島県知事 殿

融 資 機 関 名

代 表 者 名

次の者について，事業実施の結果，農業近代化資金の融資率８０パーセントを超えて貸し付けるこ

とになりましたが，下記理由により承認されるよう申請します。

記

承認年月日 承 認 利子補給 事 業
氏 名 Ａ／Ｂ 理 由

・承認番号 事 業 費 承認額Ａ 実 績 Ｂ

上記のとおり承認する。

年 月 日

鹿児島県知事 印

(注) １ 事業実施前の申請は，受理しないこととする。

２ 繰上償還ができない理由も記入すること。

３ 必ず正副２部地域振興局長等に提出すること。
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農業近代化資金の肉用牛の購入及び育成資金の取扱いについて

農経第 ５１２ 号

平成15年１月28日

（農業経済課扱い）

各 農 業 協 同 組 合 代 表 理 事 組 合 長

鹿児島県信用農業協同組合連合会代表理事会長

鹿 児 島 県 農 業 信 用 基 金 協 会 会 長 理 事

農 林 中 央 金 庫 鹿 児 島 支 店 長 様

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 代 表 取 締 役

鹿 児 島 相 互 信 用 金 庫 理 事 長

鹿 児 島 信 用 金 庫 理 事 長

鹿児島県農政部長

農業近代化資金の肉用牛の購入及び育成資金の取扱いについて（通知）

本県における農業近代化資金の肉用牛の購入及び育成資金の取扱いについては，下記法

令等に定めるもののほか，「農業近代化資金に係る肥育牛の購入及び育成資金の取扱いに

ついて」（平成１３年８月２２日付け農経第２７０号鹿児島県農政部長通知）により，適

正な運用をお願いしてきたところですが，今回，同通知を廃止し，別紙のとおり新たに取

扱いを定めましたので通知します。

御了知の上，適正かつ円滑な運用に努めてください。

記

１ 農業近代化資金助成法（昭和３６年法律第２０２号）

２ 農業近代化資金助成法施行令（昭和３６年政令第３４６号）

３ 農業近代化資金融通措置要綱（平成１４年７月１日付け１４経営第１７４７号農林水

産事務次官依命通知）

４ 農業近代化資金制度実施要領（平成１４年９月５日制定）

６ 鹿児島県農業近代化資金利子補給金交付要綱（昭 和 ６ ３ 年 ３ 月 ２ ８ 日 付 け 農 経

第１０９７号鹿児島県農政部長通知）
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別紙２

農業近代化資金の肥育牛の購入費及び育成費の取扱い

第１ 基本方針

飼養規模の拡大又は新たに品質等に優れた肥育牛の導入によって，経営改善を図ろうとする肥育牛経

営者に対し，低利の素牛購入資金及び育成資金を円滑に融通することにより，効率的かつ安定的な農業

経営の確立に資する。

第２ 貸付けの要件

１ 常時飼養頭数５頭以上の飼養規模の目標に到達するため，増加頭数２頭以上の飼養規模の拡大を行お

うとするものであると認められる者であること。

２ 品質面等での向上を図るため，新たに品質等に優れた肥育牛の導入を行おうとするものであると認め

られる者であること。

３ 増頭後及び品質等に優れた肥育牛の導入後における経営の収支が十分成り立つものであること。

４ 簿記記帳を行っていること。（簿記記帳を行うことが確実と見込まれる場合を含む。）

第３ 貸付対象事業費

貸付けの対象となる事業費は，飼養規模を拡大するために増頭する頭数及び当初飼養規模を維持する

ために購入する頭数，又は品質面等での向上を図るために導入する頭数に係る素牛購入費及び育成費で

あること。

第４ 事業費の設定

肥育素牛の購入対象となる事業費は，次に掲げる参考事業費を参考とするが，地域の市場価格等実勢

価格を考慮し，おおむね地域の市場平均価格程度とする。

なお，本資金は，肥育牛経営者の効率的かつ安定的な農業経営の確立を目的としていることから，借

入申込者は，高額牛の導入は避けるように配慮し，素牛購入費及び育成費の軽減を図ること。

（参考事業費）

肥育牛１頭につき

肉用種

素牛購入費 ３８０千円

育 成 費 ２３０千円

乳用種

 生後１～４週齢の子牛を購入し，おおむね１８か月間飼育する場合

素牛購入費 ８０千円

育 成 費 ２５０千円

 その他の場合

素牛購入費 １８０千円

育 成 費 ２００千円

第５ 利子補給承認

素牛購入費は向こう１年間の事業費とし，育成費については向こう１年間で購入する頭数の全育成期

間とする。この際，事業実施期間を２期に分割し，それぞれの事業実施期間に対応する利子補給承認申

請書を作成し，一括して利子補給承認申請を行うこと。

第６ 既借入金残高

肥育牛に係る素牛購入費又は育成費として既に借り入れている制度資金の貸付残高がある場合は，借

入申込者の飼養規模により算定される事業費から当該残高を控除した額を貸付対象事業費とする。
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第７ 借入の添付資料

１ 本資金の借入申込者は，次の資料を作成すること。

① 肥育牛経営改善計画(別紙様式１)

② 肥育牛資金対象事業実施計画・資金借入計画表(別紙様式２)

③ 直近の地域の市場平均価格が分かる資料（第４に掲げる参考事業費で事業費を設定する場合は，省

略可。）

２ 借入計画が２年以上にわたる場合の利子補給承認申請手続は，各年次ごとに行うものであること。

なお，この場合の肥育牛経営改善計画及び対象事業実施等年次計画については，当初計画に大幅な変

更がないときは，初年次に提出したものを添付すればよい。

第８ 経営改善計画の十分な検討

当該借入申込者が，畜産特別資金又はその他の負債対策資金の借入者である場合には，その負債対策

資金に係る経営改善計画書等との整合性を保つとともに，市町村農業金融運営協議会等において，関係

機関の協力のもと，借入者の債務が増加しないように経営改善計画の妥当性を十分検討すること。

第９ 繰り返し運用の活用

本資金の法定償還期限は７年(うち据置２年)となっているが，借入者の実情に応じ，償還期限を設定

し，目標年経過後(３年後)再度本資金を活用することができる。ただし，当初借入時と比較して１頭当

たりの負債額が増大している者は対象外とする。

第10 貸付保留処理

貸付金は，素牛代と飼料代等との区分を明確にし，素牛代及び飼料代等の支払日が到来したものにつ

いて，自己資金を加え，その都度払い出すものとし，支払日の到来しないものについては，貸付留保金

口座で処理すること。

なお，貸付留保金については，貸付金利と同等の利子を付することにより，飼料サイト等期限の利益

を農業者が損なうことのないよう配慮し，農業者負担の軽減に努めること。

第11 貸付後の管理指導

１ 本資金融通の目的が借入者の農業経営の改善であることを十分に認識し，本資金融通後に１頭当たり

負債額が増大することのないよう濃密な営農・経営管理指導に努めること。

２ 従来の飼養規模を維持するための素牛購入等を含んで本資金を借り入れる場合，それまで飼養してい

た牛の販売代金は，生計の維持に必要なものを除き，優先してプロパー資金等既借入金の償還に充てる

ものとすること。

３ 関係機関の協力のもと，簿記記帳について指導の徹底を図ること。

第12 その他留意事項

１ 固定化負債を有する農業者で，本資金を借り入れる必要がある者については，融資機関は，これらの

債権の償還期限の延長，中間据置の設定，貸付利率の引下げ等貸付条件の緩和を行うこととし，貸付実

行報告の際併せて条件緩和の手続を終了したことを証する書面を提出すること。

２ 本資金は，規模拡大又は品質面等の向上が融通の要件となっており，貸付後，結果として要件が満た

されなかった場合，その内容如何によっては利子補給金の返還等の対象となることもあるので，貸付後

の事業進捗状況について十分把握するとともに，利子補給金交付申請にあっては，融資機関は，その都

度常時飼養頭数及び品質面の確認を行う等，事後管理の徹底を期すこと。

３ 借入申込者は，肥育牛経営改善計画(添付書類を含む)作成にあたって，現実の素牛及び購入飼料の市

場価格及び実績を基礎にすること。また，関係機関は，素牛購入費及び育成費の軽減に努めるよう借入

者を指導すること。
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（別紙様式１）肥育牛経営改善計画

１ 収支計画の実績と計画 （単位：頭，千円）

年 度 (実績) (実績) 現年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度

(目標)

区 分 年 年 年 年 年 年 年

牛 肥育牛常時飼養頭数

関 肥 育 牛 販 売 頭 数

係 肥 育 牛 購 入 頭 数

牛 牛販売代金

収 そ の 他

収 入 そ の 他 部 門

支 計 ①

の 購入飼料費

実 牛 素牛購入費

績 支 販 売 経 費

と その他経費

計 そ の 他 部 門

画 雇 用 労 賃

出 借 入 金 利 子

減 価 償 却 費

計 ②

農業所得③(①－②)

農外所得 ④

農家総所得⑤(③＋④)

２ 資金運用計画 （単位：千円）

年 度 (実績) (実績) 現年度 第２年度 第３年度 第４年度 第５年度

(目標)

区 分 年 年 年 年 年 年 年

手 持 現 預 金

受 農 家 総 所 得 ⑤

減 価 償 却 費

近代化資金(3号資金)

そ の 他 の 借 入 金

入 資産売却・その他

計

償 ３ 号 資 金

支 還 その他借入金

家 計 費

預 託 勘 定 決 済 等

出 資産購入・その他

計

差 引 次 期 繰 越

(注) 預託牛の導入出荷がある場合は( )書きで記入のこと
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３ 収支算出の基礎 （単位：千円）

収 支 算 出 の 基 礎

現 況 （ 年 ） 目 標 （ 年 ）

仕上体重 ㎏ 仕上体重 ㎏

牛 販 売 代 金 歩 留 ％ 歩 留 ％

枝肉単位 円 枝肉単位 円

そ の 他 の 収 入

１頭当たりの給与量及び飼料代 １頭当たりの給与量及び飼料代

濃厚飼料 kg 千円 濃厚飼料 kg 千円

粗 飼 料 kg 千円 粗 飼 料 kg 千円

購 入 飼 料 費 合 計 kg 千円 合 計 kg 千円

素 牛 購 入 費

販 売 経 費

そ の 他 経 費

雇 用 労 賃

借 入 金 利 子

減 価 償 却 費

農業負債（長期） 農業負債（長期）

負 債 農外負債（短期） 農外負債（短期）

そ の 他 負 債 そ の 他 負 債

合 計 合 計

１頭当たり負債額

(注) 「１頭当たり負債額」＝負債合計額÷常時飼養頭数
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４ 生産状況等

(1) 黒毛和牛

現 況 （ 年 ） 目 標 （ 年 ）

去 勢 雌 去 勢 雌

導入頭数 (頭)

導入月齢(か月)体重(kg)

導入単価 (千円/頭)

出荷頭数 (頭)

出荷月齢(か月)体重(kg)

出荷価格 (千円/kg)

肥育期間 (カ月)

１日当たり増体重(kg)

事故率 (％)

品質等級(％) ５等級

４等級

３等級

２等級以下

歩留等級(％) Ａ

Ｂ

Ｃ

(2) 乳用種（ ）

現 況 （ 年 ） 目 標 （ 年 ）

去 勢 雌 去 勢 雌

導入頭数 (頭)

導入月齢(か月)体重(kg)

導入単価 (千円/頭)

出荷頭数 (頭)

出荷月齢(か月)体重(kg)

出荷価格 (千円/kg)

肥育期間 (カ月)

１日当たり増体重(kg)

事故率 (％)

品質等級(％) ４等級以上

３等級

２等級以下

歩留等級(％) Ａ

Ｂ

Ｃ

（注）１ 「１日当たり増体重」＝（出荷時平均体重－導入平均体重）÷平均肥育日数

「事故率」＝年間事故頭数÷常時飼養頭数

２ (2)乳用種の（ ）は，ホルスタイン種・Ｆ１等の種別を記入すること。

５ 実績及び目標計画に対する意見

関係機関 実 績 目 標

融資機関

市 町 村

普 及

センター
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２ 施設規模

畜舎 ㎡， 最大飼養可能頭数 頭， １頭当たり ㎡

３ 総事業費及び総借入限度額 （単位：千円）

購 入 費 育 成 費 合 計

※１ １頭当 千円 １頭当 千円

総 事 業 費 ( Ａ )

全体 千円 全 体 千円

肥育牛の導入費及び

育成費に係る既借入金

残 高 ( Ｂ )

総 借 入 限 度 額 ① ② ③

※２

(Ａ)×８０％－(Ｂ)

(注) １ 総事業費は，現在の市場平均価格又は県で定めるの参考事業費のいずれかで算出すること

２ 認定農業者等の特例資金を利用する場合は，一定額までは１００％融資となる

４ 肥育牛の導入・育成資金に係る制度資金残高

資 金 名 借入年月日 償 還 期 限 当初借入額 現 在 残 高 導入・育成費の別

千円 千円

導入 頭 育成 頭

導入 頭 育成 頭

導入 頭 育成 頭

（注） 導入・育成費別の欄には，当初借入時の頭数を記入すること

５ 資金借入計画 （単位：千円）

購 入 費 育 成 費 合 計

１ 事 業 費

期 Ⅰ頭 借入予定額

２ 事 業 費

期 Ⅱ頭 借入予定額

３ 事 業 費

期 Ⅲ頭 借入予定額

４ 事 業 費

期 Ⅳ頭 借入予定額

④ ⑤ ⑥

合 計

（注） １ ④は①を超えることは出来ない

２ ⑤は② 〃

３ ⑥は③ 〃
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